2016年8月20日～22日
憲法議論　再開へ条件　首相らから意見聴取を

東京新聞2016年8月21日 朝刊

 　衆院憲法審査会の鈴木克昌会長代理（民進）は本紙のインタビューに対し、秋の臨時国会から憲法審の議論を再開するにあたり、安倍晋三首相（自民党総裁）を含む各党の党首から、憲法に関する考えを聴くことなど三項目の提案を明らかにした。実質的に再開の条件となる。保岡興治会長（自民）には非公式に伝えた。今後、幹事会で正式に提案する方針だ。　（清水俊介）

　鈴木氏が提案する三項目は、各党首からの意見聴取のほか、二〇〇〇年から〇五年にかけ憲法について議論した衆院憲法調査会の会長を務めた中山太郎元外相からの意見聴取と少数意見を重んじることの確認。

　衆参両院に設置された憲法審は、憲法に関する重要事項を審議する機関。違憲の疑いが指摘された安全保障関連法を巡る与野党対立の影響で、昨年六月を最後に、衆院では実質的な審議が行われていない。

　改憲勢力が衆参両院で改憲発議可能な議席を確保した状況を受け、首相は具体的な改憲項目を絞り込むため、秋から憲法審の議論を再開したい考え。改憲の是非を巡り各党が対立する中、審議をどんな形で始めるかも注目されている。

改憲、合区などから着手＝自民副総裁
　自民党の高村正彦副総裁は２１日放送のラジオ日本の番組で、憲法改正で優先的に取り組む課題について、参院の「合区」解消や、大規模災害時の国会議員の任期延長を挙げた。一方、９条の改正に関しては「国民の理解がまだ進んでいない」として、早期には着手しない考えを示した。
　高村氏は先の参院選で導入された合区に関し、「一つの県から参院に代表者を出せないことはゆゆしきことだ。１票の価値の平等に対する特別規定をつくることは考えられる」と指摘。また、大規模災害時の国会議員の任期延長についても「地方議員は法律で措置できるが、国会議員は憲法改正しないとできない」と語った。　（時事通信2016/08/21-11:15）
自民・高村氏「改憲論議、民進党も参加を」 
日経新聞2016/8/21 19:51
　自民党の高村正彦副総裁は21日、今秋以降の衆参憲法審査会での改憲論議に関し、野党第１党の民進党に議論に参加するよう働きかける考えを示した。ラジオ日本番組で「当然加わることになるだろうし、ならないとおかしい」と述べた。そのうえで「公明党やおおさか維新の会など各党と連携を深める」と強調した。
　議論する改正項目については「憲法９条から入ることはない」と言及。「国民の理解が進んでいないと首相も言っており、公明党はより慎重だ」と指摘。「例えば参院の合区解消や、災害時の国会議員の任期延長を考えている」と説明した。
自民・高村氏「改憲論議制約されず」　生前退位巡り 
日経新聞2016/8/21 12:27
　自民党の高村正彦副総裁は21日、天皇陛下の生前退位を巡る議論が安倍晋三首相がめざす憲法改正の論議を制約しないとの見方を示した。ラジオ日本番組で「必要ならば同時並行的に議論すればよい」と述べた。
　生前退位は象徴天皇制のあり方や皇位継承を定めた憲法とも深く関わる問題だ。政府は９月にも有識者会議を設けて議論を本格化させる方針で、最優先課題として対応すれば膨大な政治的エネルギーを費やすことになりかねない。今秋から本格化する見通しの改憲論議に影響する可能性があるが、高村氏は「それはそれ、これはこれでやる」と語った。
　高村氏は衆参の憲法審査会での改憲論議に関し、９月に代表選を控える野党第１党の民進党について「議論への参加を働きかける。当然加わることになるだろうし、ならないとおかしい」と述べた。そのうえで、「公明党やおおさか維新の会など各党と連携を深める」と強調した。
　議論する改正項目については「憲法９条から入ることはない」と述べた。「国民の理解が進んでいないと安倍首相も言っており、公明党はより慎重だ」とし、「例えば参院の合区の問題や、大震災のようなときの国会議員の任期の問題を考えている」と説明した。
　自衛隊の憲法上の位置づけをめぐっては、「自衛隊の名前はそのままで自衛隊の存在を明記することが１番国民の理解を得やすい」と指摘。「３項に追加する考えも２項を削る考えもあるが、自衛隊の存在を明記するコンセンサスが得られれば具体的に検討すればよい」と語った。
産経新聞2016.8.21 13:00更新 
【憲法改正】自民・高村正彦副総裁　民進党に改憲議論への積極参加を要求　「民意大事なら無視できない」

副総裁再任が決まり、記者会見する自民党の高村正彦氏＝東京・永田町の党本部 
　自民党の高村正彦副総裁は２１日放送のラジオ日本番組で、野党第一党の民進党が積極的に憲法改正の議論に参加するよう求めた。「民進党はポピュリズムと思えるほど民意を大事にする党だ。世論調査で７０％以上が憲法審査会で論議すべきだと言っている。こういう意見を無視できる党ではない」と述べた。
　高村氏は、７月の参院選の結果、憲法改正に前向きな勢力が衆参両院で改正の発議に必要な３分の２を超えたことに関し「（改憲議論が）一気に進むことはないと思う」と指摘。「自民党の公約は衆参の憲法審査会で議論を進め、各党との連携を図り、国民の合意形成を進めるということだ。各党と連携を図るのはたやすいことではなく、国民の合意形成も大変だ」と述べた。
　民進党の岡田克也代表が、立憲主義に反すると批判する安全保障関連法の議論を改憲議論の前提として求めていることについては「（安保関連法は）国会で圧倒的に多数で成立させた。すでに立憲主義に沿って憲法違反ではない、合憲であるということを国会の意思として決めた。筋が違うのではないか」と述べた。
「現実的平和主義の民進党が、空想的平和主義の人たちと一緒に立憲主義違反だと騒いでいるのは全く理解不能だ」とも語った。
　改憲議論の対象の条文に関しては「憲法９条から入るということではない。大切な問題だが、国民の理解がまだ進んでいない」と指摘。その上で、具体的な改正項目としては、参院の合区問題の解消や大規模災害時の国会議員の任期延長の問題を挙げた。
　自衛隊の憲法上の位置付けについては、「何がベストかということから離れ、理解を得やすいということだけであれば、自衛隊という名前で自衛隊の存在を明記するのが一番理解を得やすい」と述べた。さらに「自衛隊が憲法違反だとは毛頭思わない」と前置きした上で、「素直に（戦力不保持をうたった）９条２項の文言にだけこだわって読めば、憲法違反だと言われても仕方ない」と述べた。一方、「ただちにそれをできるような国民の理解が進んでいない」とも語った。
　平成３０年９月に自民党総裁の任期が満了する安倍晋三首相の任期中の憲法改正については「ロマンチストとしての安倍首相が願望として、それまでにできればいいと思っていることは間違いない。一方で、そうたやすいことではないということもリアリストとして分かっているので慎重にことを運ばれるだろう」と語った。
産経新聞2016.8.21 17:00更新 
【ｉＲＯＮＮＡ発】国防軍　「洗脳」された世論を正常化できるか　井上和彦氏
　自民党の憲法改正草案は９条２項を改め、「国防軍」の創設を明記する。先の参院選では、憲政史上初めて改憲勢力が衆参３分の２を超え、憲法改正はいよいよ政治スケジュールに上ろうとしている。安倍晋三首相は護憲派勢力の反発を恐れず、「本丸」である９条改正について自らの憲法観を語れるか。（ｉＲＯＮＮＡ）
　ようやく憲法改正に「王手」がかかった。本命は憲法９条となることは衆目の一致するところであろう。だが、ここまできて、急（せ）いては事を仕損じる。ここは安倍総理も慎重に事を進めねばならない。
　今後、安倍政権が何よりも優先して着手すべきは、広報戦略に重点を置き、これまで偏ったマスコミと護憲勢力による極めて悪質なデマと妄想によって洗脳された世論を正常化させる必要があろう。
　「自衛隊が軍隊になると戦争になる」「憲法９条があるから平和が保たれてきた」など、全くお門違いのウソを信じ込まされている多くの国民に、しっかりと真実を伝え、洗脳を解き、迷信を払拭することに着手してゆく必要があろう。国防軍の創設はここから始まる。
言葉狩り
　そもそも「自衛隊」なら許されるが、「軍隊」なら許されない－。こんなへ理屈などバカバカしいにもほどがある。こうした「言葉狩り」は他にもある。「戦争」は「有事」と言い換え、憲法の条文通り、日本社会から言葉の上でも戦争を放棄しているのだから、開いた口が塞がらない。
　言葉の上で違いを見せても、自衛隊の実態は法体制や処遇などを除けば、外見上はどう見ても軍隊にしか見えない。そんな組織を、それでも軍隊ではないというのはあまりにも滑稽だろう。いずれにせよ、戦後の日本が「軍隊」という言葉を使わず、あくまでも「自衛隊」の呼称に固執する。
　おかしな話だが、実は自衛隊という呼称自体が「かつて日本は、軍隊を保有して他国を侵略しましたが、自衛隊は軍隊でないから決して侵略はいたしません」という国家の意思表示としか思えない。誤解を恐れずに言えば、自衛隊という名称には「かつて日本は侵略しました」という自虐的歴史観が込められているのだ。
　だが、仮に日本が過去に「侵略戦争」をしたとしても、そうした国は軍隊を持って国を守ることが許されないのだろうか。決してそんなことはない。過去の歴史が自国を守る権利と軍隊の保有さえ認めないというのは、どう考えてもおかしい。
　世界最高水準の２４万人の兵員と、世界に冠たるハイテク兵器を保有する組織の名称が「自衛隊」なら文句はないが、「軍隊」なら許さない、などというバカげた理屈がどこにあろう。
　もっと言えば、日本があのような実力組織を保有していながら、「これは軍隊ではない」という詭弁（きべん）を続ければ、むしろ探られなくてもよい腹を探られることになり、他国に不信感を抱かせることになるだろう。
ヒステリックな妄想
　日本は国際社会の一員として、国際社会の平和と安定に寄与する責務がある。にもかかわらず、憲法の制約でその責務が果たせないのなら憲法を変えるべきなのだ。「憲法を守って国は守れず、世界の平和構築にも関与せず」というのは本末転倒ではないか。
　筆者の周りの自衛官の中で、自衛隊という組織が軍隊になったら他国と戦争を始めようとするような輩（やから）は一人としておらず、自衛隊が軍隊になれば戦争が起きるなどという反対意見は、あまりにも現実を理解していないヒステリックな妄想でしかない。そんなことは絶対にあり得ない。
　昨今の日本を取り巻く安全保障環境の劇的な変化に対応し、国民の生命と国土を守るためにこそ、その行動に理不尽な法的制限の課せられた自衛隊を、いかなる脅威にも柔軟に対応し得る世界標準の「軍隊」に改編すべきなのである。
　繰り返すが、安倍首相がこうしたことを国民に分かりやすく根気強く訴えてゆくことが国防軍創設の第一歩となろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇
　ｉＲＯＮＮＡは、産経新聞と複数の出版社が提携し、雑誌記事や評論家らの論考、著名ブロガーの記事などを集めた本格派オピニオンサイトです。各媒体の名物編集長らが参加し、タブーを恐れない鋭い視点の特集テーマを日替わりで掲載。ぜひ、「いろんな」で検索してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇
【プロフィル】井上和彦
　いのうえ・かずひこ　ジャーナリスト。昭和３８年、滋賀県生まれ。法政大卒。軍事・安全保障・外交問題などをテーマに、テレビ番組のキャスターやコメンテーターを務める。国家基本問題研究所企画委員、航空自衛隊幹部学校講師。著書に『日本が戦ってくれて感謝しています』（産経新聞出版）など多数。
生前退位「安倍内閣でしっかり対応」＝総裁任期延長、論議見守る－菅官房長官
　菅義偉官房長官は２１日午前のＮＨＫ番組で、天皇陛下が生前退位の意向を強くにじませたお気持ちを表明したことに関し、「有識者会議の設置も一つの考え方だ。安倍晋三首相の明快な指示だから、何ができるか内閣としてしっかり対応していきたい」と述べ、安倍内閣の重要課題として取り組む考えを強調した。菅氏は「政府だけでなく与党、野党も含めて進めていかなければならない」とも述べ、与野党を巻き込んだ論議が必要と指摘した。
　安倍首相の自民党総裁任期延長については、「衆院選で２回、参院選で２回大勝しており、党内でいろんな議論が出てくることは『そうかな』という思いだ」と述べ、党内の議論を見守る考えを示した。（時事通信2016/08/21-12:15）
安保法巡る元最高裁判事の論文、法律家の機関誌が不掲載
朝日新聞デジタル藤田直央2016年8月21日12時42分

日本法律家協会の機関誌「法の支配」の最近のバックナンバー。協会によると、昨年１２月時点で今年４月刊行の号まで特集テーマが決まっており、藤田宙靖・元最高裁判事の集団的自衛権に関する論文はそれにそぐわなかったという
　安全保障関連法を違憲とする憲法学者らの議論に再考を促し、安倍内閣批判も交えた元最高裁判事の論文を、法曹関係者からなる財団法人・日本法律家協会の機関誌が掲載しなかった。協会は「予定されている特集テーマに直接関連しないから」と説明するが、元判事は「理解不能」として協会を退会した。
　論文の著者は元最高裁判事で行政法の重鎮、藤田宙靖（ときやす）・東北大名誉教授。当初は日本法律家協会の機関誌「法の支配」（季刊）に掲載を求めたが、昨年１２月に協会の編集委員会から当面応じられないと伝えられて退会し、月刊誌「自治研究」（第一法規）の今年２月号に同趣旨を寄稿した。
　藤田氏は、協会の編集委員長から説明を受けたという不掲載の経緯を「自治研究」で紹介。掲載に賛成論もあったが、「多数の現職裁判官、検察官が会員の協会の機関誌という性格と、元最高裁判事という（藤田氏の）地位に伴う影響力の強さが考慮された結果」と伝えられたという。
　論文では、安保法の前提となる集団的自衛権の行使容認で「時の政権が憲法９条改正手続きをとらず、内閣法制局長官の首をすげ替えてまで解釈を変えさせた」として「非常識な政治的行動」と指摘。安倍晋三首相の「（憲法解釈で）最高の責任者は私」という発言は「真に謙虚さと節度を欠いた」としている。
　一方、「多くの憲法学者の指摘は安倍政権への怒りの表現で、政治的思いを違憲の結論に直結させれば憲法学の足元を危うくする」と主張。「今回の事態が憲法学に突きつけた問題」を法律学として整理することを論文の本旨とした。昨年９月に成立した安保法をめぐっては、多くの憲法学者がアンケートや集会などで違憲との考えを表明した。
　藤田氏は「法の支配」への不掲載について、「元最高裁判事の新安保法制を素材とする論稿を現職の裁判官、検察官に読ませることはできないということか。日本法律家協会の名が泣く」と「自治研究」に記した。
　協会は朝日新聞に対し、藤田氏が編集委員長から伝えられたという内容は「（昨年１２月の）編集委員会の議論で出た意見だろう」としつつ、不掲載は「予定されている直近号や近い号の特集テーマに藤田論文が直接関連しないことから」だったと説明している。
　日本法律家協会は１９５２年に、新憲法下で法曹関係者が協力してより民主的な司法運営を目指すとして発足し、会員は弁護士、裁判官、検察官、学者など約１７００人。「法の支配」の編集委員会には現職の裁判官や法務省幹部もいる。（藤田直央）
しんぶん赤旗2016年8月22日(月)

９条守り明るい未来を　日本母親大会　アピール採択

　石川、福井の両県で初めて開かれている第６２回日本母親大会は２１日、金沢市で全体会を行いました。「子どもたちに『核兵器のない平和で明るい未来』を手渡すために、憲法改悪反対、９条守る運動の先頭に立とう」との大会アピールを４６００人の拍手で採択し、閉会しました。２日間で、のべ９３００人が参加しました。

　主催者あいさつした日本母親大会代表委員の笠井貴美代さん（新日本婦人の会会長）は、女性参政権行使・憲法公布７０年の節目で、母親運動の原点と歴史がかかった新たな出発の重要な大会だとし、「次の世代に継承し、日常的な運動の前進と、諸団体の強化につなげよう｣と呼びかけました｡

　石川県各種女性団体連絡協議会会長の常光利恵（じょうこうとしえ）さん、石川県労連の桶間諭議長が来賓あいさつしました。

　「今日の運動」と題して、「高江に静かなくらしを返して」との横断幕をもった沖縄の代表、若い世代、アベノミクス（安倍政権の経済政策）を告発し、女性の地位向上を求める人など、各地・各分野のたたかいが次々に報告されました。発言のたびに会場から大きな拍手が起きました。

	[image: image3.jpg]



（写真）憲法改悪許さないと全国の代表が登壇してアピールした日本母親大会全体会＝21日、金沢市


　琉球新報社編集局政治部長の島洋子さんが記念講演。沖縄の民意を無視して新基地建設に突き進もうとする安倍政権とのたたかいについて「わが国の民主主義が試されている」と訴えました。

　第６３回日本母親大会は２０１７年８月１９、２０の両日、岩手県で開かれるとの報告がありました。

しんぶん赤旗2016年8月22日(月)

手つなぎ合おう　「教育のつどい」がアピール
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（写真）子どもたちの作品を基に実践を交流する美術教育分科会の参加者＝21日、静岡市


　静岡市で開かれていた「みんなで２１世紀の未来をひらく教育のつどい―教育研究全国集会２０１６」は２１日、３日間の日程を終えて閉幕しました。教職員や保護者、市民らのべ５０００人が参加しました。

　あらゆる課題で暴走する安倍政権は教育においても個人の尊厳を踏みにじり、政府や財界の求める人材育成をすすめるための施策を強行しようとしています。今年の「教育のつどい」は、憲法を改悪して日本を「戦争する国」へとつくり変えるのかをめぐっての対決が鋭く問われる情勢のもとで開催されました。

　全日本教職員組合など２４団体による実行委員会がアピールを発表。３日間の議論や実践報告の内容にふれ、職場や地域、家庭から一人ひとりが声をあげること、手をつなぎあうことの大切さを確認し、「学びあったことをいかし、子どもと教育を守るとりくみをすすめていきましょう」と呼びかけています。

　会見した蟹澤昭三実行委員会代表委員（全教委員長）は、「出された三百数十本を超すリポートのうち２割は２０～３０代の教員の教育実践でした。子どもを真ん中に、汗まみれで懸命に教育を前進させようとする姿が特徴的な『つどい』でした」と語りました。

　東京・八丈島から参加した元美術教員は、「美術と平和の問題は密接な関係。内心を表現するのが美術です。子どもたちを育てるうえで、自分を表現させる、自分の意見を言えるようになることが大切なことで、それを実践している報告を聞けて本当によかった」と語りました。

自衛隊の新任務 来週にも訓練開始で最終調整
NHK8月20日 5時55分
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防衛省は安全保障関連法で可能になった新たな任務について、国連のＰＫＯ＝平和維持活動に参加する自衛隊の部隊が、武器を使って他国の部隊などを救援する「駆け付け警護」などの訓練を、来週にも始める方向で最終調整に入りました。
集団的自衛権の行使を可能にすることなどを盛り込んだ安全保障関連法が３月に施行されたことを受けて、防衛省は部隊が行動できる地理的範囲や武器の使用方法を任務ごとに定めた「部隊行動基準」の策定などを進めています。
その結果、防衛省は必要な準備が整ったとして、安全保障関連法で可能になった新たな任務の訓練を来週にも始める方向で最終調整に入りました。
具体的には、国連のＰＫＯ＝平和維持活動に参加する自衛隊の部隊が、武器を使って他国の部隊などを救援する「駆け付け警護」や他国の部隊とともに武器を使って宿営地を守る任務を想定した訓練などが行われることになっています。
一方、防衛省はアフリカの南スーダンでＰＫＯ活動にあたるため、ことし秋に交代で派遣される部隊に新たな任務を付与するかどうかは、訓練の状況などを踏まえて慎重に判断する方針です。
しんぶん赤旗2016年8月22日(月)

南スーダン　子ども兵、徴用続く　ユニセフ停止要求　のべ１万６０００人と推定

　ユニセフ（国連児童基金）は１９日、紛争が再燃するアフリカの南スーダンで、武装勢力による子どもの兵士徴用が続き、今年に入り新たに６５０人が徴用されたと発表しました。徴用の即時停止と子どもたち全員の無条件解放を武装勢力に要請したことを明らかにしました。

　ユニセフによると、２０１１年にスーダンから分離し独立した南スーダンで、紛争が始まった１３年から武装勢力に徴用された子どもの数は、のべ１万６０００人にのぼると推定され、それが現在も続いています。

　１５年には、１７７５人の子ども兵士の解放が実現しましたが、ユニセフは、紛争が再燃し徴用が再開されたことで、こうした前進面が後退していると指摘します。

　現地を訪れたユニセフのジャスティン・フォーシス事務局次長は「私たちが、この若い国の子どもたちとともに描いていた夢は悪夢になってしまった。子どもたちの徴用がさらに急増する事態が迫っていることを懸念している」と語りました。

　同国ではまた、女性に対しての組織的な性的暴行がまん延しているとして、同基金は、南スーダン全土で子どもと女性への支援と保護を進めるため、一刻も早い人道的な支援を行えるようにする必要があると強調しています。

　南スーダンでは、１３年１２月からキール大統領の政府軍と、マシャール前副大統領率いる反政府軍による紛争が勃発。今年７月には、両勢力による戦争激化で、首都ジュバとその周辺を含め、治安状況が悪化しています。現地で展開する国連平和維持活動（ＰＫＯ）の国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）の部隊が４０００人規模で増派されるなど、深刻な事態が進展しています。

しんぶん赤旗2016年8月21日(日)

主張　南スーダンＰＫＯ　「殺し殺される」訓練　許されぬ

　安倍晋三政権は今週にも、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に１１月から派遣予定の陸上自衛隊部隊に対し、戦争法（安保法制）で新たに可能になった「駆け付け警護」と「宿営地共同防護」の訓練を開始させようとしています。今年３月に施行された戦争法をいよいよ本格運用の段階へ移行させようとする危険なたくらみです。二つの任務とも、それまでのＰＫＯ法の枠を超えた武器使用の拡大を認めています。派遣時に実際に新任務が付与されれば、自衛隊が戦後初めて「殺し、殺される」という、極めて深刻な事態が現実化しかねません。

憲法９条を踏みにじる

　戦争法の一つである改悪ＰＫＯ法は、▽武装集団に他国軍の兵士や国連・ＮＧＯ（非政府組織）の職員らが襲撃された際、自衛隊が現場まで駆け付け、武器を使って救出する「駆け付け警護」▽宿営地が襲撃を受けた際、駐留する自衛隊が他国軍と共に応戦する「宿営地共同防護」―などを初めて可能にしました。いずれも海外での武力行使を禁じた憲法９条を踏みにじる任務です。

　従来のＰＫＯ法は、自衛隊員とその「管理下の者」の生命・身体を守るための武器使用に限り認めていました。その口実は「自己保存のための自然権的権利」であって武力の行使ではないという、世界では通用しない理屈でした。

　これに対し「駆け付け警護」では、「任務遂行のための武器使用」を初めて認めるという、重大な転換を図りました。かつては内閣法制局も、「駆け付け警護」での武器使用は「『自己保存のための自然権的権利』の範囲を超える」とし、「憲法９条の禁ずる武力の行使に当たる恐れがある」との見解を示していたものです。

　防衛省が「駆け付け警護」について検討した内部文書（２０１２年３月、日本共産党の笠井亮衆院議員入手）では、武装集団に対する「狙撃」や「射殺」を当然の前提にし、「万が一、失敗すれば文民等を死亡させるリスク」まで想定しています。

　「宿営地共同防護｣も重大です｡

　陸上自衛隊の内部文書（１４年１１月、笠井氏入手）によると、１３年末に南スーダンで大統領派と前副大統領派の大規模な武力衝突が発生した際、自衛隊を含む各国部隊に宿営地の警備強化命令が出されました。しかし、自衛隊は各国部隊と連携して武器を使用し、武装勢力の侵入を阻止する任務には就きませんでした。内部文書は「我が国の従来の憲法解釈において違憲とされる武力行使にあたるとされていたため」としています。

　内戦状態が続く南スーダンでは今年７月、自衛隊が駐留する首都ジュバで大統領・副大統領（当時）両派の激しい戦闘で数百人が死亡する事態になりました。自衛隊宿営地内でも複数の弾痕が確認されました。自衛隊の派遣そのものが問われています。

戦争法の廃止の声広げ

　国連安全保障理事会は今月､｢文民保護」などのため、いかなる相手であれ先制的な武力行使が可能な「地域防護部隊」の派遣を決めました。南スーダンＰＫＯが攻撃的な性格を強める中、自衛隊が任務拡大に踏み出せば「殺し、殺される」危険は一層高まります。戦争法の発動を許さず、廃止を求める世論と運動を高める時です。

防衛省、概算要求５・１兆円…ミサイル防衛強化

読売新聞2016年08月20日 08時00分

　防衛省は１９日、２０１７年度予算の概算要求で、過去最高額となる５兆１６８５億円（今年度当初予算比２・３％増）を計上する方針を固めた。

　増額要求は５年連続となる。北朝鮮のミサイル開発進展を踏まえ、ミサイル防衛システムの強化に重点を置いたのが特徴だ。

　概算要求には、日米両政府が共同開発している次世代型迎撃ミサイル「ＳＭ３ブロック２Ａ」の購入費１４７億円を初めて盛り込む。ＳＭ３ブロック２Ａはイージス艦に搭載するミサイルの改良型で、射程が長く、標的の識別精度も高い。１７年度から生産を開始する予定だ。地対空誘導弾「ＰＡＣ３」の射程を伸ばすため、改修費用１０５６億円も計上する。

　沖縄県・尖閣諸島などの離島防衛の強化では、新型地対艦ミサイルの開発費を盛り込む。飛距離を約３００キロに伸ばすことで、抑止力を高める狙いがある。２３年度頃の配備を目指している。

産経新聞2016.8.21 12:36更新 
防衛省、尖閣防衛で新型潜水艦建造へ　沖縄の空自部隊も格上げ　来年度概算要求
　防衛省が、海上自衛隊の最新鋭潜水艦「そうりゅう型」の後継となる新型潜水艦を建造することが２０日、分かった。平成２９年度予算案概算要求に１隻分の建造費として約７６０億円を計上し、３３年度末までに導入する。また、那覇基地に司令部を置き、沖縄の防空を担う航空自衛隊の南西航空混成団について、戦闘機部隊が倍増したことを受け、南西航空方面隊に格上げする。
　いずれも尖閣諸島（沖縄県石垣市）周辺の海空域で威嚇と挑発を強める中国への抑止力と対処力を強化する狙いがある。

日本の新世代潜水艦「そうりゅう型」のネームシップ（１番艦）「そうりゅう」（海上自衛隊ＨＰより） 
　海自の潜水艦は通常型と呼ばれるディーゼル動力艦だけで原子力潜水艦は保有していないが、そうりゅう型はＡＩＰという動力装置を搭載し、長時間の潜航が可能で、通常型で世界最高水準とされる。政府はオーストラリアの共同開発対象としてそうりゅう型を売り込んだが、今年４月に受注競争でフランスに敗れた。
　海自に導入する新型潜水艦は、敵の潜水艦や水上艦の位置や艦種を探る音波探知機（ソナー）の能力を強化させるのが特徴で、敵に見つかりにくくするため静粛性も高める。海自は潜水艦の退役時期を延ばして従来の１６隻から２２隻態勢に増強中だが、新型の導入でさらなる質の向上を図る。
　中国は潜水艦を約６０隻保有し、能力向上も急ピッチで進めている。有事の際、空母など米軍艦艇が東シナ海に進出することを阻む接近阻止戦略を追求する上で、隠密性に優れた潜水艦が周辺海域で待ち受けることがカギを握るためだ。
　それに対抗し、日米の抑止力を強化するには海自潜水艦の増強が喫緊の課題となっている。
　一方、南西航空混成団では今年１月、飛行隊が２つに増えてＦ１５戦闘機も約４０機に倍増し、５１年ぶりの新編となる第９航空団が編成されている。
最新鋭ステルス機Ｆ３５、米軍岩国基地に１６機

読売新聞2016年08月20日 12時55分

　米海兵隊による米軍岩国基地（山口県岩国市）への最新鋭ステルス戦闘機Ｆ３５の配備計画が１９日、分かった。

　配備されるのは海兵隊仕様のＢ型機計１６機で、２０１７年１月に１０機、８月に６機を順次配備する。日本政府関係者が明らかにした。

　Ｆ３５は米英などが開発しており、航空自衛隊が空軍仕様のＡ型機の導入を決めている。Ｂ型機は垂直離着陸が可能で、米国外への配備は岩国基地が初めて。米軍には、核・ミサイル開発を進める北朝鮮や海洋進出を強める中国を念頭に、Ｆ３５の配備でアジア太平洋地域における抑止力を高める狙いがある。

　計画によると、１月はＦＡ１８ホーネット戦闘攻撃機１２機と、８月はＡＶ８Ｂハリアー攻撃機８機とそれぞれ交代する形で配備される。配備に伴い、岩国基地に所属する米軍人と家族は、約１３０人増となる。

Ｆ３５の優位強調＝中国機「比較対象でない」－米軍


米軍のＦ３５戦闘機＝２００９年４月（ＡＦＰ＝時事）
　【ワシントン時事】米国などが開発を進め、日本も導入する最新鋭ステルス戦闘機Ｆ３５の信頼性を疑問視する声に対し、米軍が不安払拭（ふっしょく）に努めている。ゴールドフェイン空軍参謀総長は、ライバルと目される中国が開発中のステルス戦闘機「殲２０」についても「比較するのは適切でない」とＦ３５の優位を訴えている。
　Ｆ３５をめぐっては、開発に加わったカナダのトルドー首相が６月に議会で、「まともに動かない」とその信頼性に疑問を呈した。カナダは当初、６５機購入する予定だったが見直しを進めている。また、戦闘機同士の空中戦での能力を不安視する声も一部で上がっている。
　これに対し、カーライル航空戦闘軍団司令官は今月２日、空軍使用のＦ３５Ａの実戦配備が可能になったことを発表し、「（現代の戦場で）最も有力な航空機になるだろう」と強調。ゴールドフェイン参謀総長も１０日、敵機の情報を複数機で共有する能力は「（殲２０などに対して）釣り合わないほどの優位にあり、適切な比較対象ではない」と豪語した。
　Ｆ３５は日本の自衛隊が次期主力戦闘機として導入を決めており、年内にも一部の引き渡しを受ける予定。米軍は２０１７年に岩国基地（山口県岩国市）に配備する計画だ。（時事通信2016/08/21-14:37）
自衛隊南シナ海派遣認めず　中国大使「譲れぬ一線」

共同通信2016/8/21 02:02

[image: image8.jpg]


尖閣諸島と南シナ海　中国の程永華駐日大使が6月下旬ごろ、南シナ海で米軍が実施する「航行の自由」作戦に自衛隊が派遣されれば「中国の譲れぬ一線を日本が越えることになる」として、絶対に容認できないとの考えを日本政府高官に伝えていたことが20日、分かった。軍事的手段による対抗も示唆し、南シナ海での日米防衛当局間の連携強化をけん制した。複数の日中外交筋が明らかにした。

　程氏の発言には、南シナ海での中国の主権主張を否定した仲裁裁判所判断が示された7月を前に、対日圧力を高めることで、日本の南シナ海への関与を妨げる狙いがあったとみられる。

予備自衛官確保へ 税制上の優遇措置制度新設へ
NHK8月21日 5時53分
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防衛省は、大規模災害などの際に招集される予備自衛官などの確保に向けて、予備自衛官を雇う企業が、招集に備えて必要となる人件費などを積み立てた場合、税制上の優遇措置を受けられる新たな制度を設ける方針を固めました。
予備自衛官や即応予備自衛官は、ふだんは企業などで働いている人たちが、大規模災害などの際に招集され、自衛官として活動する制度です。
防衛省は、緊急時に万全に対応するためこうした自衛官の継続的な確保を目指していますが、必要とする人数には達しておらず、企業が招集による従業員の不在を避けようと、雇用に消極的になる面もあるのではないかとしています。
このため防衛省は、企業が従業員の招集に備え、代わりの人を雇うための人件費などを積み立てた場合、税制上の優遇措置を受けられる新たな制度を設ける方針を固め、来年度（平成２９年度）の税制改正要望に盛り込むことになりました。
また、防衛省は、女性の活躍と働き方改革を推進するため、防衛医科大学校に託児施設を新設するほか、東京・市ヶ谷の防衛省に託児所が設置されることを受け、職員が子どもと一緒に車で出勤できるように立体駐車場を整備する方針で、来年度予算案の概算要求に必要な費用を盛り込むことにしています。
米軍機飛行回数増を報告　大和、基地騒音で学習会とデモ

東京新聞2016年8月21日

	 学習会終了後、厚木基地の撤去を訴えて周辺をデモする参加者＝大和市内で
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　関東や近隣での米軍の活動状況を学ぶ学習会が二十日、大和市内であり、約百五十人が参加した。

　米空軍の垂直離着陸輸送機オスプレイの配備が計画されている東京・横田基地周辺で活動する「横田・基地被害をなくす会」副代表の福本道夫さんは「二〇一一年ごろに年間八千回ほどだった輸送機の飛行回数は一三年以降、一万二千回まで増えている」と紹介。その上で「横田は比較的、静かな基地だったが、米軍はどこの基地からも出撃できる態勢を整えているのではないか」と指摘した。

　オスプレイの整備拠点になるとされる陸上自衛隊木更津駐屯地（千葉県）の状況や、静岡、長野両県内への米軍機の飛行、訓練状況も地元住民から紹介された。

　学習会は厚木基地（大和市、綾瀬市）の返還を目指す「厚木基地爆音防止期成同盟」などが毎年恒例のデモ行進に合わせて開いた。終了後、同基地の周辺約一・五キロを練り歩き、約三百人が「静かな空を返せ」と声を上げた。　（井上靖史）

千島・占守島戦闘で最後の慰霊祭　元兵士ら高齢化、48回で幕

共同通信2016/8/21 17:52
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札幌護国神社で行われた占守島戦没者の最後の慰霊祭＝21日、札幌市

　太平洋戦争で日本のポツダム宣言受諾後に日ソ両軍が激戦を交わした千島列島北東端・シュムシュ島（占守島）の戦闘に参加した元兵士や遺族でつくる「北千島慰霊の会」が21日、札幌護国神社（札幌市）で慰霊祭を行い、元兵士ら十数人が参加した。関係者の高齢化などから、会としての慰霊祭は48回目の今年が最後。

　旧日本軍の守備隊が配置されていた占守島には、1945年8月18日にソ連軍が急襲。停戦となった同21日までに日本側約300人、ソ連側約3千人が死亡したとされる。この戦闘後、ソ連軍は千島列島を南下。8月28日～9月5日に択捉、国後両島など北方領土をほぼ無血で占拠した。

占守島戦闘、最後の慰霊祭　関係者高齢化で 
日経新聞2016/8/21 21:08
　太平洋戦争で日本のポツダム宣言受諾後に日ソ両軍が激戦を交わした千島列島北東端・シュムシュ島（占守島）の戦闘に参加した元兵士や遺族でつくる「北千島慰霊の会」が21日、札幌護国神社（札幌市）で慰霊祭を行い、元兵士ら十数人が参加した。関係者の高齢化などを理由に、会としての慰霊祭は48回目の今年が最後。
　旧日本軍の守備隊が配置されていた占守島には、1945年８月18日未明にソ連軍が急襲。停戦となった同21日までに日本側約300人、ソ連側約３千人が死亡したとされる。この戦闘後、ソ連軍は千島列島を南下。８月28日～９月５日に択捉、国後両島など北方領土をほぼ無血で占拠した。
　占守島戦没者の慰霊碑がある札幌護国神社では68年から毎年、停戦日の８月21日に慰霊祭が行われてきた。かつては50人を超す戦闘経験者が参列していたが、21日に参加したのは17歳で戦闘に遭遇した元少年戦車兵の小田英孝さん（88）＝山形県東根市＝一人だった。
　小田さんは「体力とお金がある限りここに来たい。最後の慰霊祭を終えて肩の荷を下ろせた気持ちもある。100歳まで生き、これからも戦闘のことを次世代に継承していく」と話した。
　「北千島慰霊の会」事務担当の尾山仁さん（67）＝北海道石狩市＝によると、同会にはかつて200人程度の占守島戦闘経験者が入会していた。占守島の戦闘経験者で現在も存命なのは、同会が把握する限りで小田さんを含め３人という。〔共同〕
戦争遺跡の保存活用考える　長野で全国シンポ
信濃毎日新聞2016年8月21日
[image: image12.jpg]


シンポジウムで披露された朗読劇「女たちのマツシロ２０１６」＝２０日、長野市松代町
　近現代の戦争遺跡保存の現状と課題を考える第２０回「戦争遺跡保存全国シンポジウム」は２０日、松代大本営地下壕（ごう）がある長野市松代町で３日間の日程で始まった。地下壕に関する著書がある児童文学作家和田登さんの講演や、朗読劇「女たちのマツシロ２０１６」があり、戦争遺跡保存全国ネットワークの出原恵三・共同代表が基調報告。全国から１３５人が参加し、平和のために戦争遺跡を保存活用する道筋を話し合った。
　同ネットと県内加盟団体でつくる実行委の主催。和田さんは、終戦直後に国民学校で教科書の軍国的な記述を墨塗りした体験に触れ、「歴史の不都合の隠蔽（いんぺい）は現在も進行している。歴史に墨を塗ったり、隠蔽されたりすると、平和に導く方程式が出来上がらない」と述べた。
　出原さんは「戦争遺跡が戦争の肯定や賛美に利用されることがある」と指摘した上で、「戦争遺跡は誤った戦争がなぜ起きてしまったのかを想起させ、侵略戦争と植民地支配の実相や悲惨さを直視し、加害や被害を確認するものでなければならない。戦争と向き合い、学び、伝えていく場だ」と強調した。
　朗読劇はＮＰＯ法人松代大本営平和祈念館の会員らが楽器演奏も含めて５人出演。地下壕掘削に従事した朝鮮人の義姉、当時国民学校生で工事に伴い転居させられた女性、地下壕構築の間に沖縄戦に巻き込まれた元学徒隊の女性を演じ、工事の過酷さを訴えた。
　実行委員長を務める同法人の花岡邦明理事長は「戦争体験者が高齢化し、戦争の愚かさを直接伝えるのが難しくなってきている今日、悲惨な実態を伝える戦争遺跡は大変重要になっている」と訴えた。
　２１日は分科会を開き、各地の保存活動の発表がある。 

核先制不使用「米と意思疎通」＝反対伝達との報道否定－安倍首相
　安倍晋三首相は２０日、オバマ米大統領が核兵器の先制不使用宣言を検討していることについて、「米側はまだ何の決定も行っていないと承知している。今後も米政府と緊密に意思疎通を図っていきたい」と述べた。羽田空港で記者団の質問に答えた。
　核先制不使用宣言について、日本政府は北朝鮮の核の脅威などが増大する中、抑止力の低下につながるとして反対の立場を米政府に伝えている。
　ただ首相は、米太平洋軍司令官に自ら反対を伝えたとの米紙の報道については「核先制不使用に関するやりとりは全くなかった。どうしてこんな報道になるのか分からない」と否定した。
　首相は同時に、「オバマ大統領とともに広島を訪問し、核なき世界に向けて共に強いメッセージを表明した。今後、着実に前進するよう努力を重ねていきたい」とも語った。　（時事通信2016/08/20-20:20）
首相、米紙報道を否定　核先制不使用巡り

共同通信2016/8/20 19:46

　安倍晋三首相は20日午後、オバマ米政権が検討する核兵器の先制不使用政策について、自身が米太平洋軍司令官に反対の意向を伝えたとする米有力紙の報道を否定した。司令官との会談に関し「核先制不使用についてのやりとりは全くなかった。どうしてこうした報道になるのか分からない」と、羽田空港で記者団に述べた。

　同時に「米側は何の決定もしていないと承知している。緊密な意思疎通を図っていく」とした。

　オバマ大統領の広島訪問に同行したことに触れ「核なき世界へ向けて着実に前進するよう努力を重ねていきたい」と強調した。

「核先制不使用に懸念」報道、安倍首相が否定
朝日新聞デジタル大久保貴裕2016年8月20日21時45分
　安倍晋三首相は２０日、オバマ米大統領が検討している核兵器の先制不使用政策への懸念を、自らがハリス米太平洋軍司令官に伝えたとする米紙報道について、「ハリス司令官との間において、アメリカの核の先制不使用についてのやりとりは全くなかった。どうしてこんな報道になるのか分からない」と述べ、否定した。羽田空港で記者団の質問に答えた。
　首相は「オバマ大統領と広島を訪問し、核なき世界に向けて強いメッセージと決意を表明した。着実に前進するように努力を重ねていきたい」と強調。一方で「先制不使用について米側はまだ何の決定も行っていない。今後とも米国政府と緊密に意思疎通を図っていきたい」と語り、先制不使用についての首相自身の見解は明らかにしなかった。
　ワシントン・ポスト紙は１５日、複数の米当局者の話として、首相がハリス氏に「北朝鮮に対する抑止力が弱体化する」として、先制不使用政策への懸念を伝えたと報じた。首相はハリス氏と７月２６日に首相官邸で面会している。（大久保貴裕）
政治　首相、核先制不使用「反対」との米紙報道否定

読売新聞2016年08月20日 21時35分

　安倍首相は２０日、米国のオバマ政権が検討している核兵器の「先制不使用宣言」を巡り、首相が米太平洋軍のハリー・ハリス司令官に反対の意向を伝えたとする米紙報道を否定した。

　羽田空港で記者団に語った。

　首相は７月２６日に首相官邸でハリス氏と会談しているが、首相は「ハリス氏との間で先制不使用についてのやり取りは全くなかった。どうしてこんな報道になるのか分からない」と述べた。米紙ワシントン・ポストは１５日、首相がハリス氏に対し、核先制不使用に関連して、「北朝鮮などに対する抑止力が弱体化し、紛争の危険が増大する」と反対の意向を直接伝えたと報じた。

安倍首相 　「反対」報道を否定…米の核先制不使用巡り
毎日新聞2016年8月20日　20時06分（最終更新　8月20日　22時29分）
　安倍晋三首相は２０日、オバマ政権が導入の是非を検討している核兵器の先制不使用政策を巡り、首相がハリス米太平洋軍司令官に反対の意向を伝えたと米ワシントン・ポスト紙が報じたことについて、「核の先制不使用についてのやりとりは全くなかった。どうしてこんな報道になるのか分からない」と否定した。羽田空港で記者団に答えた。 
　首相は「先般、オバマ大統領と広島を訪問し、核なき世界に向け決意を表明した。着実に前進するよう努力を重ねたい」と従来の見解を繰り返したうえで、先制不使用については「米側は何の決定も行っていないと承知している。今後も米国政府と緊密に意思疎通を図っていきたい」と述べるにとどめた。【梅田啓祐】 
安倍首相 「核先制不使用」で米と意思疎通へ
NHK8月20日 19時53分
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安倍総理大臣は記者団に対し、アメリカの有力紙が、オバマ大統領が核兵器による先制攻撃を行わない「先制不使用」を宣言することを検討していると報じたことに関連し、「今後ともアメリカ政府と緊密に意思疎通を図っていきたい」と述べました。
アメリカの有力紙は、先にオバマ政権が、核兵器のない世界の実現を目指して、核兵器による先制攻撃を行わない「先制不使用」を宣言することを検討していると伝えました。
これに関連し、安倍総理大臣は２０日夕方、羽田空港で記者団に対し、「オバマ大統領とともに広島を訪問し、核なき世界に向けて、ともに強いメッセージ、決意を表明した」と述べました。そのうえで、安倍総理大臣は「核なき世界に向けて着実に前進するように努力を重ねていきたい。今後ともアメリカ政府と緊密に意思疎通を図っていきたい」と述べました。
また、安倍総理大臣は、アメリカの有力紙が、アメリカ軍のハリス太平洋軍司令官と先月会談した際に「先制不使用」に反対する意向を伝えたと報じたことについて、「ハリス司令官との間において、核の先制不使用のやり取りは全くなかった。どうしてこんな報道になるのか分からない」と述べました。
核廃絶、思惑のずれ鮮明に＝「橋渡し役」日本に課題－国連総会で議論へ


１９日、ジュネーブで開かれた国連核軍縮作業部会の報告書の採決で、棄権の意思表示をする佐野利男軍縮大使（手前右）
　【ジュネーブ時事】ジュネーブで開かれた国連の核軍縮作業部会が１９日、核兵器禁止に向け、２０１７年の交渉会合招集を国連総会に勧告する報告書をまとめたことで、新たな条約づくりを視野に入れた議論が今秋から総会で動きだす。だが、部会では全会一致が崩れ、条約推進派と「核の傘」の下にある国々の間の思惑のずれが鮮明になった。唯一の被爆国として核兵器保有国と非保有国の橋渡し役を自認する日本は、難しい調整を迫られる。
　核兵器禁止条約を目指すメキシコ政府代表は部会で、「（勧告は）過去２０年で核軍縮に対する最も重要な貢献だ」と絶賛。勧告にはアフリカや中南米諸国を中心に、国連加盟国の半数を超える１００カ国以上の支持があったと言われる。
　背景には核軍縮が遅々として進まないことへのいら立ちがあった。ジンバブエの代表は「（核保有国の）行動の欠如は容認できない。核兵器の惨禍を黙って待つわけにはいかない」と強調。フィジーの代表は「（勧告を）核廃絶の前向きな一歩に」と訴えた。
　一方、２、５、８月に続けられた部会に米国やロシアなど核保有国の姿はなかった。最終日の土壇場の採決で反対したドイツの代表は「核兵器の削減は保有国が（核軍縮）プロセスに関与しなければ実現できない」と指摘。非保有国だけで突き進んでも結果は伴わない「現実」に理解を求めた。
　採決で棄権した日本の佐野利男軍縮大使も「核軍縮は核保有国の関与と協力を得ながら、実践的、具体的措置を着実に進めるのが基本だ」と原則的立場を繰り返した。　
　核兵器を禁じる交渉会合を１７年に開くことには、日独を含む２４カ国が時期尚早だとして不賛同を表明した。これらの国について米ＮＧＯは「これまで進展につながらなかった方針を守るばかり。他の具体的プロセスを提言していない」と手厳しい。秋の国連総会では日本の姿勢にも視線が注がれる。（時事通信2016/08/20-14:37）
核兵器禁止交渉へ勧告採択＝全会一致は実現せず－国連作業部会
　【ジュネーブ時事】国連の核軍縮作業部会は最終日の１９日、ジュネーブの国連欧州本部での会合で、核兵器禁止に向けた交渉のための会議を２０１７年に招集するよう国連総会に「幅広い支持」により勧告する報告書を賛成多数で採択した。各国が目指していた全会一致はならなかった。日本は採決で棄権した。
　報告書は今秋の国連総会に送られ、加盟国が勧告の取り扱いを検討する。核軍縮作業部会は２月に始まり、核兵器削減に向けた法的措置について５月と８月に議論を重ねてきた。米国やロシアなど核兵器保有国は参加しておらず、報告書が核軍縮の進展を促す可能性については懐疑的な見方も出ている。
　１５年春の核拡散防止条約（ＮＰＴ）再検討会議が決裂し、核軍縮が停滞する中、メキシコやオーストリアが作業部会の設置を主導。核兵器禁止条約の制定を視野に入れ、交渉で多数派を形成した。　
　一方、日本や北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）諸国といった米国の「核の傘」に頼る国々は、核兵器の法的禁止に関する交渉の早期開始を警戒。報告書はこうした国に配慮し、「安全保障上の懸念への対処」の必要性にも言及したが、土壇場でオーストラリアが採決を求め、全会一致が崩れた。
　佐野利男軍縮大使は会合後、記者団に対し、投票により各国の立場が割れてしまったのは残念だと指摘。「（秋の国連総会に向け）団結していけるよう最大限努力していきたい」と述べた。（時事通信2016/08/20-08:54）
核禁止条約推進を採択…国連作業部会、日本棄権

読売新聞2016年08月20日 17時57分

　【ジュネーブ＝笹沢教一】国連核軍縮作業部会は１９日、核兵器禁止条約の締結に向けた交渉を２０１７年の国連総会で開始するよう勧告する報告書を賛成多数で採択した。

　しかし、各国が目指していた全会一致には至らず、日本は棄権した。米露などの核保有国は、禁止条約は現実的ではないとして作業部会に参加しておらず、核軍縮に向けた道のりの厳しさが、改めて浮き彫りになった。

　報告書は今秋の国連総会に提出される。勧告に拘束力はなく、１７年に協議を始めるかどうかは、軍縮・安全保障を担当する国連総会第１委員会で改めて検討する。報告書の最終案には、東南アジア、中東、アフリカなどから６８か国が賛成。韓国やドイツなど２２か国が反対、イランやスイスなど１３か国が棄権した。

核禁止 　非保有国間、溝あらわ…報告書、国連部会採択
毎日新聞2016年8月21日　13時30分（最終更新　8月21日　13時53分）
　【ジュネーブ福島良典】「核なき世界」の実現に向け、核兵器禁止条約の交渉を来年中に開始するよう国連総会に勧告した国連作業部会の報告書が１９日、採択され、初の禁止条約制定に向けた取り組みが始動した。だが、報告書の採択は全会一致ではなく、核軍縮の進め方を巡る国際社会の分裂が改めて浮き彫りになった。次の焦点は秋の国連総会での各国の対応に移るが、条約作りへの環境整備が順調に進むかは不明だ。 
　作業部会は１９日夕、スイス・ジュネーブの国連欧州本部で閉会日を迎え、タニ議長（タイ）が「賛成６８、反対２２、棄権１３で報告書は採択」と宣言すると、禁止条約推進派の各国代表から拍手が起きた。非政府組織（ＮＧＯ）も「核廃絶を目指す約７０年間の闘いにおける転換点」と歓迎した。 
日本など「尚早」 
　報告書の最終案には主な陣営のそれぞれの主張が盛り込まれ、「合意に非常に近い場面があった」（外務省筋）。全会一致での合意採択を目指したが、オーストラリアが北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）加盟国や韓国など１４カ国を代表して反対を表明し、投票を要請。日本は「投票による採択は、核軍縮を巡る国際社会の分断を一層進めることになりかねない」（外務省筋）との判断から棄権にまわった。スイスやスウェーデンなどが同調した。 
　推進派のメキシコのロモナコ大使は「投票になったのは残念だが、報告書の重みが減じることはない」と記者団に語った。 
　報告書は「作業部会は広範な支持を得て、国連総会が法的拘束力のある核兵器禁止文書の交渉会議を２０１７年に開催するよう勧告した」と明記しており、秋の国連総会に提出される。作業部会では、条約賛成派の一部から、報告書の内容を反映した総会決議を求める声が上がっており、オーストリアなどの積極推進派の国々が総会での共同提案の用意を示している。 
　一方で報告書には、日欧などの国々が勧告に「同意しなかった」ことも記録された。こうした国々は米国の「核の傘」に依存する立場から、交渉入りを「時期尚早」としており、核拡散防止条約（ＮＰＴ）など現行の枠組み重視の核軍縮を主張している。 
秋の総会焦点 
　禁止条約の制定を目指す動きは、非核保有国のうち、「核の傘」に入っていない国々が主導している。次の交渉の舞台は、軍縮問題を取り扱う国連総会第１委員会となるが、作業部会での対立構図が変わる見通しはない。加えて、オーストラリアなどが強硬姿勢を取ったことで、非核保有国間でもさらに溝が深まった。 
　さらに総会では、作業部会に参加しなかった米露英仏中やインド、パキスタンなどの核保有国が交渉開始の動きにブレーキをかける事態も想定される。唯一の被爆国として、核保有国と非核保有国との「橋渡し役」を自任する日本だが、総会ではより困難なかじ取りを迫られることになる。 
核兵器禁止の条約交渉、国連総会で議論へ 
日経新聞2016/8/20 18:41
　【ジュネーブ＝共同】ジュネーブの国連欧州本部で開かれていた核軍縮に関する国連作業部会は最終日の19日、核兵器の法的禁止についての2017年の交渉入りを、「幅広い支持」を得て国連総会に勧告するとの報告書を賛成多数で採択した。今秋の国連総会で議論が本格化する見通しで、核兵器禁止条約制定に向け大きく歩を進めることになりそうだ。
　総会では、17年の条約交渉入りを決める決議案提出への動きが次の焦点となる。核禁止条約推進派を主導するメキシコやオーストリアが提出する可能性がある。
　報告書は参加国の総意で採択する方針だったが、オーストラリアが条約制定に反対の立場を取る14カ国を代表し土壇場で多数決を要求。賛成68、反対22、棄権13で採択されたが、核禁止を巡る国際社会の亀裂が鮮明になった。日本は棄権した。
　報告書には、交渉入りに賛同せず、多国間の軍縮は安全保障を考慮しながら進めるべきだと勧告する国々もあったとして、核兵器を徐々に減らす漸進的なアプローチを提唱する日本や北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）諸国などの意見も盛り込み、両論併記とした。
　多数決を求めたのはオーストラリアのほか韓国やポーランド、トルコなど。交渉入り勧告はアフリカ諸国や東南アジア諸国など107カ国が支持、反対派の意見を支持したのは日本や欧州諸国など24カ国が中心だった。
　タニ議長（タイ）が当初示していた報告書草案は「核禁止のための法的措置」について、参加国の過半数が17年の総会での交渉開始を支持したと明記。しかし、日本など条約反対派は「過半数」の文言に反発し「幅広い支持」に修正された。
　作業部会は今年２月に第１回、５月に第２回会合があり、今月５日から断続的に開かれた今回が最終会合だった。
しんぶん赤旗2016年8月21日(日)

核兵器禁止条約　来年　交渉開始を　国連作業部会、総会に勧告　１０６カ国支持　日本は棄権

　【ジュネーブ＝小玉純一】核軍備の縮小・撤廃に向けた多国間交渉の前進を図る国連作業部会の最終会合が１９日、スイス・ジュネーブの国連欧州本部で開かれました。国連総会に対し、核兵器禁止条約の交渉を２０１７年に開始するよう「幅広い支持をもって勧告した」との報告を、賛成多数で採択しました。（関連）
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（写真）国連作業部会で報告に賛成するギニア政府代表＝19日、ジュネーブ（小玉純一撮影）


　日本は棄権。「段階的な」核軍縮を主張し、核兵器禁止条約に背を向け、不参加だった核保有国の主張を代弁する役割を一貫して果たしました。

　メキシコなど禁止条約実現をめざす国々は今秋、平和軍縮問題を扱う国連総会第１委員会で交渉開始の議決を目指す構えで、同条約に反対する国々との新たな攻防となります。

　この間、作業部会では１７年の交渉開始に、国連加盟１９３カ国の過半数となる１０６カ国の支持があることが明らかになりました。

　北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）加盟国やオーストラリア、日本など段階的核軍縮を主張する２４カ国のグループは、来年の交渉開始という勧告案に異議を唱えました。

　１８、１９両日の非公式折衝では、報告の文言を「過半数の支持」から「幅広い支持」に変更するなど、合意を目指しました。

　しかし、オーストラリアなど１４カ国が合意案に反対し、投票で採決。賛成６８、反対２２、棄権１３で報告を採択しました。

　採択された報告は「結論と合意された勧告」の部分で、「核兵器を禁止し全面廃絶へ導く法的拘束力のある協定を交渉するため、すべての国に開かれ、国際機関と市民社会が参加し貢献する会議を、２０１７年に国連総会が招集することを幅広い支持をもって、作業部会は勧告した」とし、「幅広い支持」について、アフリカ５４、中南米３３、東南アジア１０などの国数を脚注で示しました。

　報告は核兵器禁止が禁じる事項として、核兵器の取得、所有、貯蔵、開発、実験、生産、一時通過、配備、資金調達などを挙げました。

　核兵器を持つ米ロ英仏中とイスラエル、インド、パキスタン、北朝鮮は部会に参加せず、報告は「遺憾」を表明しました。

しんぶん赤旗2016年8月21日(日)

国連部会交渉開始採択　核兵器禁止へ広がる支持　過半数が条約求める　抵抗する保有・依存国

　「うおー」。大きな歓声と拍手がわきました。ジュネーブの欧州国連本部で開かれていた核軍備縮小・廃棄へ多国間交渉に向けた前進を図る国連作業部会の最終日の１９日、核兵器禁止条約の２０１７年の交渉開始を求めた報告の採択をタニ議長（タイ）が確認した瞬間でした。（ジュネーブ＝小玉純一　写真も）

	[image: image16.jpg]



（写真）核軍備撤廃・縮小に関する国連作業部会の公開会合＝16日、ジュネーブ


　「国連総会でも議決する。来年には交渉が始まる」―。禁止条約を推進するフィジーの代表、ジョジ・ドゥムクロ国防相顧問は本紙の取材に自信たっぷりです。

具体的な内容

　平和団体「パックス・クリスティ」のジョナサン・フレリッチ氏は「これまでも禁止条約の国連総会決議はあったが、今回は１７年の交渉開始と、非常に具体的だ」と解説します。

　１６日の部会の冒頭は圧巻でした。１７年の交渉開始について、アフリカ５４カ国、中南米３３カ国、東南アジア１０カ国、太平洋諸島４カ国の代表が次々支持を表明。合計１０１カ国です。国連加盟１９３カ国の過半数が支持していることの証しです。

　核軍縮交渉を長年見てきたオランダの平和団体「パックス」のスージー・スナイダー氏も「交渉開始支持が多数とはっきりしている。来年にきっと交渉が始まる」と言います。

　禁止条約ができればどうなるか。スナイダー氏はこう言います。

　「英国は先日、潜水艦発射の核兵器システムの更新を決めた。法的に問題なく決まった。しかし禁止条約があれば、これが大問題になり大きな論争となる」

　それだけに禁止条約に対し、核兵器国米ロ英仏中と、米国の核兵器に依存する国々の抵抗があります。

　核兵器５カ国は作業部会設置に反対し、ボイコット。代わりに部会で禁止条約に抵抗したのが、北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）加盟国など２４カ国でした。

　ドイツは２４カ国を代表して発言し、「核兵器国が参加しないから禁止条約は効果がない」と条約を敵視。オーストラリアは会合の最後で、大筋合意かというときに抵抗し、合意を破りました。

　２４カ国が代わりに主張するのが、核軍縮の「段階的接近」「漸進的接近」です。核兵器国が部会設置に共同声明を出して反対したときも、「漸進的段階的接近」を主張していました。

段階論を批判

　禁止条約を進める中南米エクアドルのレオン・アビレス軍縮担当公使は本紙の取材にこう説明します。

　「核兵器国は長年、核軍縮を支持する、段階的に進める、と言ってきた。ところが何も進んでいない」

　段階論は歴史を見れば信用できないという主張です。会合でも、段階論の一つ、包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）の批准も「２０年進んでいない」と批判がありました。

　アビレス氏は、「だから多くの国は（核兵器廃絶に向けた）実際の具体的な進展を見たいのだ。核兵器禁止はその一歩だ」と述べました。

　禁止条約の支持の背景には、核兵器が人道に反する点を直視する流れもあります｡核兵器廃絶を｢人道の誓約」とする国々は１２０カ国以上です。その多くが禁止条約支持となりました。

　作業部会では、禁止条約を支持する多数派少なくとも１０６カ国と、核兵器に依存し「漸進的接近」を主張する２４カ国が、部会の報告をめぐって攻防を繰り広げました。

　核兵器国５カ国と、イスラエル、インド、パキスタン、北朝鮮の９カ国は部会をボイコットしました。依存国と合わせて３３カ国が禁止条約に反対しています。

問われる日本の態度

　９月に開会する国連総会は、新たな禁止条約を進める多数派と、阻もうとする少数派の新たな攻防の場となります。

　一方、日本は米国の核兵器に依存し、禁止条約に反対する２４カ国の一員となりました。

　部会の設置に棄権し、会合が始まった２月当初から、禁止条約に「交渉する状況にない」と反対し、「漸進的接近」という核兵器国と同じ見解を主張しました。秋の国連総会でも態度が問われます。

長崎市長「棄権、非常に残念」国連の核軍縮報告書めぐり
朝日新聞デジタル八尋紀子、山野健太郎2016年8月20日19時13分
　国連の作業部会が核兵器禁止条約の交渉開始を国連総会に勧告する報告書を採択したことに、被爆地では期待が高まっている。一方で、条約制定に消極的な日本政府の姿勢には、落胆と怒りの声があがった。
　９日に長崎市の平和祈念式典で被爆者代表として「平和への誓い」を読んだ井原東洋一さん（８０）は「小さな一歩だが、核兵器禁止について議論していくことが非常に重要。被爆者が長年訴えてきた核兵器のおそろしさがわかってもらえた成果だ」と歓迎した。
　「誓い」では、日本政府に対して「核兵器禁止のために名誉ある地位を確立してほしい」と求めた。しかし、作業部会で日本は採択を棄権。井原さんは「日本は核保有国と非保有国を橋渡しし、核廃絶を先導するべき立場なのに許せない。他の被爆者団体の代表らと相談して日本政府に抗議したい」と憤った。
　長崎市の田上富久市長は取材に「勧告が採択され、前に進めるようになったことは大きな成果」と評価した。平和祈念式典で読み上げた平和宣言で、作業部会に参加していない核保有国に議論に加わるよう呼びかけ、今秋の国連総会で核兵器禁止条約の協議を始めるよう求めていた。
　日本の棄権については「非常に残念。日本政府には一歩前に進むリーダーシップを発揮してもらいたい」と語った。（八尋紀子、山野健太郎）
核実験場閉鎖25年で記念写真展　第五福竜丸展示館 
日経新聞2016/8/21 21:12
　旧ソ連時代に450回を超える核実験が実施され、150万人以上が健康被害を受けたとされるカザフスタンのセミパラチンスク核実験場の閉鎖25周年を記念した写真展が21日、東京都立第五福竜丸展示館（江東区）で始まった。入場無料、10月30日まで。
　会場では核実験施設の外観のほか、実験で発生したとみられるきのこ雲やカザフスタンで行われた反核デモの様子など、同大使館提供の写真パネル17点を展示。担当者は「旧ソ連の核実験に関する資料の入手は困難で貴重な写真ばかり。世界各地の核問題について考えるきっかけにしてほしい」としている。
　この日午前に開かれた開始式典では、カザフスタンのバウダルベック・イエルラン駐日大使が「国を挙げて非核の取り組みを続けている。核の脅威に対して粘り強く戦うため、団結しましょう」と呼び掛けた。
　セミパラチンスク核実験場は1991年８月29日に閉鎖された。これを記念し、国連は同日を「核実験反対国際デー」に定めている。〔共同〕
翁長知事「民主主義に禍根残す」　辺野古・違法確認訴訟が結審

沖縄タイムス2016年8月20日 09:37

　名護市辺野古の新基地建設に伴う埋め立て承認取り消し処分を取り下げないのは違法として、石井啓一国土交通相が翁長雄志知事を相手に起こした違法確認訴訟の第２回口頭弁論が１９日、福岡高裁那覇支部（多見谷寿郎裁判長）であった。翁長知事は本人尋問で「国側の提訴は、地方自治の軽視」と批判。「民主主義に大きな禍根を残す」と訴えた。



第２回口頭弁論を終え、記者の質問に答える竹下勇夫弁護士（左）と翁長雄志知事ら＝１９日午後、沖縄県庁

　訴訟は同日で結審し、判決は来月１６日に言い渡される。取り消し処分をめぐって、初めての司法判断が下される。敗訴した側は上告するとみられ、早ければ年度内にも最高裁で最終的な結論が出る見通しだ。国と県は確定判決に従うことを確認している。

　県側の主尋問では、竹下勇夫弁護士が３月の代執行訴訟の和解から、国の違法確認訴訟提訴までの経緯を質問。翁長知事は「和解条項などに従い、辺野古問題は協議で解決するべきだ。国には話し合いの姿勢が欠けている」と批判した。

　国側代理人は反対尋問で「国と県は和解後、協議を開いてきたのでは」と質問。翁長知事は「協議はあったが、辺野古問題を話し合う充実したものではなかった」と答えた。また「最高裁で行政行為が違法との判断が確定すれば、従うのか」との国側の質問に、知事は「従って処分を取り消す。行政長として当然だ」と答えた。

　多見谷裁判長は、県側が答弁書を提出する前に争点整理案を提示したことについて「当事者の返答の助けになればと考え、議論のたたき台として出した。答弁書提出後に、すぐに県の主張を確認した」と釈明した。

　弁論後に会見した翁長知事は「県の対応に違法性はない。短期間の結審は残念だが、公正な判断を示してほしい」と裁判所に求めた。同支部前の城岳公園では事前集会が開かれ、支援する市民らが知事を激励した。

鶴保氏、沖縄振興「3千億維持」　来年度予算

共同通信2016/8/21 18:14
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来年度の沖縄振興予算に関し、記者団に話す鶴保沖縄北方相＝21日午後、和歌山市　鶴保庸介沖縄北方担当相は21日、和歌山市で記者会見し、来年度の沖縄振興予算を巡り「最低限3千億円というのは維持していきたい」と述べた。

　鶴保氏は9日に沖縄県議会議長らと会談した際に「仮に額が減ったとしても、やることはいっぱいあるはずだ。額ありきではない」と減る可能性に言及していたが、それを否定した形だ。

　21日の記者会見で鶴保氏は沖縄振興予算の内容に関し「未消化になっているものもあり、本当に有効に使われてきたのかは検証が必要。3千億円の中身はもう少し考えなければならない」とも述べた。

沖縄北方相の補佐官に島尻前大臣起用で調整
NHK8月21日 4時37分
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政府は、アメリカ軍普天間基地の移設計画などをめぐって、沖縄県との対立が続く中、鶴保沖縄・北方担当大臣の大臣補佐官として、先の参議院選挙に沖縄選挙区から立候補して落選した、島尻前沖縄・北方担当大臣を起用する方向で調整を進めています。
政府は、沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画をめぐって、先月、沖縄県を相手取って改めて訴訟を起こしたほか、市民グループなどが反対するなか、県内最大のアメリカ軍の演習場、北部訓練場の一部返還に向けて施設工事に着手しました。
これに対し、沖縄県の翁長知事は、普天間基地の移設計画に反対する姿勢を堅持し、政府の対応を批判しており、政府と沖縄県の間で対立が続いています。
こうした中、政府は、今月の内閣改造で初入閣した鶴保沖縄・北方担当大臣の大臣補佐官として、先の参議院選挙に沖縄選挙区から立候補して落選した、島尻前沖縄・北方担当大臣を起用する方向で調整を進めています。
政府としては、参議院議員を２期務め、沖縄の地域振興に閣僚として取り組んだ島尻氏の経験を、大臣補佐官として役立てることで、地元との対立を和らげ、移設計画への理解を少しでも広げたいというねらいがあるものと見られます。
東村がヘリパッド交付金求める　自民沖縄県連、党本部に要請へ

沖縄タイムス2016年8月20日 06:00

　【東】東村の伊集盛久村長は１７日、高江区周辺のヘリパッド建設で、オスプレイなど米軍機の訓練により高江区民に騒音被害が生じているとして、村役場を訪れた自民党県議団に区への直接交付金制度の創設を文書で要請した。ヘリパッド建設に関連した交付金の要請は今回が初めて。県議団は週明けに東京を訪れ、党本部や政府関係者に要望を伝えるとしている。



東村の伊集盛久村長

　村から県議団への要請は非公開で行われた。伊集村長は１９日、本紙に「（ヘリパッド）賛成反対の前に区民に負担をかけている以上、相応の償いがあるべきだ」と述べ、自らの判断で要請したことを明かした。

　要請文では、すでに完成したＮ４地区ヘリパッドが集落に近く、オスプレイによる夜間や早朝の低空飛行で住民が騒音に悩まされていると指摘。高江区の仲嶺久美子区長も同席し、被害の現状を訴えた。文書では交付金に加え、早朝・夜間訓練の自粛、住宅地や学校上空を外した飛行ルートへの変更、騒音測定器の追加整備も求めた。

　要請に応じたのは中川京貴氏、照屋守之氏、末松文信氏ら１０人の県議団。村の要請に「しっかり党本部と政府に伝えたい」と応じたという。

　伊集村長はオスプレイの運用には反対だが、ヘリパッド建設を条件とする米軍北部訓練場の一部返還には容認の立場。一方、高江区は１９９９年と２００６年の区民総会で２度、全会一致で反対を決議している。現在も「決議は生きている」（仲嶺区長）と反対の意志を崩していない。

　村は、村内の米軍北部訓練場に関連する交付金として年間４５００万円を国から給付されているが、ヘリパッドに関係する交付金はこれまで受けていない。

「日本国民の問題」　沖縄基地問題を議論　自治体学会日田大会 
大分日日新聞2016年８月21日


自治体学会の分科会でパネリストを務めた沖縄国際大学の佐藤学教授（左）、元共同通信社編集・論説委員の尾形宣夫氏

　自治体職員や有識者らが地方自治、地域づくりの方策を考える「第３０回自治体学会・おんせん県おおいた日田大会」が２０日、日田市のパトリア日田であった。地方分権を担う人材育成の在り方などを主要テーマに、分科会形式で活発な議論を展開した。
　分科会は▽地方分権で求められる議員像▽地域資源としての人材▽子どもの貧困対策―など。県内外から約３００人が参加した。
　沖縄県の米軍基地問題を通して国・地方の関係を考える分科会では、パネリストの佐藤学・沖縄国際大学教授が米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設を巡る国と県の対立について「安全保障上の国策として一つの県をつぶそうとしている」と政府の強硬姿勢を批判した。
　その上で「『沖縄さえ黙ればいい』というのは違う。これは日本国民に関わる問題だ」と提起した。
　基地問題に詳しい元共同通信社編集・論説委員の尾形宣夫氏は「（日本政府は）抑圧された沖縄の歴史を踏まえて普天間問題を見据えなければ解決できない」と指摘した。
　このほか、東京大学名誉教授の大森弥（わたる）氏（地方自治論）が記念講演。地域づくりには自治体職員の資質向上が必要と強調し、「“上っ面”の政策では地域の劣化を招くだけ。職員は感性と思考力、行動力を磨いてほしい」などと呼び掛けた。
しんぶん赤旗2016年8月22日(月)

沖縄・大浦湾に貴重な貝生息　ゆりあげ貝展示会で人気　新基地建設現場海域で

　「これは『ゆりあげ貝ミュージアム』のお守りだよ」。来年３月に開設予定の「ゆりあげ貝ミュージアム森の家」（沖縄県国頭郡本部町伊豆味）でプレイベント「なぎさびらき」（１９日～２１日）が開かれ、初めて公開された巨大なトウカムリ貝が人気を集めました。
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（写真）沖縄、九州で採集した1000種を超える「ゆりあげ貝」の中で、巨大ぶりがひときわ目を引いた「トウカムリ」貝（奥の陳列台）＝21日、国頭郡本部町伊豆見

	[image: image24.jpg]



（写真）展示されているトウカムリ貝


　「ゆりあげ貝」とは、海の底から潮の流れによって浜辺（なぎさ）に運ばれてくる貝のこと。同ミュージアム副館長の名和純さんによれば、トウカムリ貝は「神の島」と県民が敬う離島の久高島の神事で、台所の神様と祭られている貝です。「深さ３０メートル以上の海域に生息しており、もぐっていかなければめったに目にすることができない貴重種」と名和さん。「ゆりあげ貝」として、ほとんど例がないといわれています。

　巨大なトウカムリ貝は、日米両政府が、県民の強い反対を無視して工事強行する名護市辺野古の新基地建設現場の対岸、大浦湾の瀬嵩の浜（せだけのはま）で２年前と昨年の７月に見つかりました。

　偶然見つけた名和さんは｢はじめは岩かなと思ったが､よく見たらトウカムリだった｡大浦湾では立ち入り禁止のフロートが敷き詰められて『ゆりあげ貝』もあがらなくなっていただけに驚いた｣と目を輝かしました｡

　同ミュージアムに持ち帰ると子どもたちが顔をよせ、抱きよせるようにしており、いつしか「僕たちのお守り」となっているといいます。

　「なぎさびらき」には、県内や本土などから１０００種を超える「ゆりあげ貝｣が展示されました｡

　「ゆりあげ貝ミュージアム森の家」の問い合わせはＮＰＯ法人うてぃーらみや０９８（８８６）５０８３まで。
しんぶん赤旗2016年8月21日(日)

土砂　基地建設に使わせぬ　沖縄・大宜味　国道沿い　連日の行動　党国会議員団が連帯

　１９日に沖縄県東村高江を訪れた日本共産党の小池晃書記局長と笠井亮、赤嶺政賢、本村伸子、斉藤和子、池内さおりの各衆院議員は２０日早朝、大宜味（おおぎみ）村の国道沿いで高江の米軍ヘリパッド建設に反対し連日続くスタンディング行動を激励しました。
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（写真）土砂を運搬するトラックに抗議する島ぐるみ会議大宜味の人たちとともにスタンディング行動に参加する日本共産党国会議員団。中央は小池晃書記局長＝20日、沖縄県大宜味村 


　同村喜如嘉（きじょか）区では、大山美佐子区長をはじめ住民ら２６人が参加し、数キロ離れた国頭（くにがみ）村の砕石場を出て高江へ向かうダンプが姿を現すと「高江へ行くな」と抗議しました。

　９０歳の女性も「やんばるの土砂を基地建設に使わせない」と書かれたムシロ旗を持って参加し、笠井氏と本村氏に、スタンディングを続ける思いを語りました。

　各議員と握手を交わした男性（６２）は「県外から５００人規模の機動隊が押し寄せ、工事が強行されている下で６人の国会議員と連帯できたことを心強く思う」と話しました。

　小池氏は「みなさんのたたかいが、高江にヘリパッドを造らせないことにつながります。この怒りの声をしっかり受け止め、安倍首相と日米両政府に突き付ける仕事をしたい。高江のヘリパッドも辺野古の新基地も造らせず、沖縄から基地をなくしていくために頑張ります」と決意を述べました。

　車の窓を開けて手を振る人や、車を降りて「頑張ってください」と声を掛ける人もいました。

　瀬長美佐雄県議も激励に駆けつけました。

しんぶん赤旗2016年8月21日(日)

ダンプ１０台　ゲート進入　高江で抗議続く

　米軍ヘリパッド（着陸帯）の建設工事が再開された沖縄県東村高江の米軍北部訓練場「Ｎ１地区」ゲート前で２０日、早朝から住民と県内外の支援者による抗議行動が続きました。

　国頭村の砕石場で砂利を積んだダンプ１０台は、途中の東村宮城で２時間ほど待機。警察車両の先導で高江に向かい、午前１１時にゲート内に進入しました。

　７歳の娘を連れてゲート前のテントで座り込んでいた大宜味村の女性（４１）は「これまで近くを通っても手を振るだけでしたが、やんばるの森を壊してヘリパッドを造ることを知ってゲート前に来ました。高江の住民も県議会も反対しているのに、それを無視して工事を強行することに異常さを感じる」と語り、読谷（よみたん）村の男性（６５）は「ヘリパッドを造るために手段を選ばない安倍政権が許せません。県民の団結で押し返したい」と力を込めました。

機動隊、沖縄タイムス記者も拘束　弁護士「報道する権利の侵害」

沖縄タイムス2016年8月21日 14:28

　２０日、東村の高江橋で機動隊が市民らを排除する様子を取材していた本紙記者ら報道関係者も拘束され、バスとバスの間に押し込められた。「記者である」ことを訴えたが最終的に聞き入れられず、取材活動を制限された。

　本紙記者は午前１０時２６分すぎ、排除の様子を取材していたところ、機動隊４人に囲まれた。背中を強く押されながらバスとバスの間に連れて行かれ、すでに拘束されていた市民ら１５人と一緒に押し込められた。

　県警に「取材中である」ことを訴えると、一度は解放された。だが午前１０時４１分すぎ、別の機動隊に再び拘束され、バスとバスの間で身動きが取れず、取材活動を制限された。他社の記者も同じく拘束された。

　小口幸人弁護士は、記者の拘束について「主権者が知るべきことを報道する権利を侵害する行為で許されない」と話した。交通を妨げるなど、排除される理由がなかった中での拘束に「法律に基づいた行動だとは思えない」と述べた。

　沖縄平和運動センターの山城博治議長は「マスコミを萎縮させることにつながりかねない行為で、あり得ない」と語気を強めた。

　県警警備２課は、バスとバスの間に市民や記者を拘束したことについて「危険防止や安全確保のため。取材を規制する目的ではない」と答えた。

機動隊が記者排除し閉じ込め　東村高江　弁護士「報道の自由侵害」

琉球新報2016年8月21日 05:04 


機動隊による1度目の強制排除の場面。機動隊員は両側から琉球新報記者の腕をつかみ、後ろから背中を押して南側へ移動させている＝２０日午前１０時半ごろ、東村高江（読者提供）
　【ヘリパッド取材班】東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場の新たなヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設をめぐり、東村高江で抗議活動をする人たちを県道上で取材していた本紙記者が２０日午前、機動隊に強制排除され、約１５分間、隊員による人垣と車両の間に閉じ込められた。この間、工事車両の資材搬入などの現場に近づくことができず、取材機会が奪われた。沖縄タイムスの記者も同様に排除され、一時閉じ込められた。弁護士らは報道の自由の侵害と問題視している。
　朝から抗議行動をしていた市民ら約５０人は、東村高江のＮ１地区ゲート前から南下し、工事車両の搬入を止めようと県道７０号の高江橋の上に座り込んだ。午前１０時２５分、南側から約３０人の機動隊員が近づき、座り込む人たちの腕や体をつかんで強制的に排除した。
　排除される際、本紙記者は機動隊員に腕章を示した上で「琉球新報だ」と訴えたが、解放されず、その後、閉じ込められた。現場にいた小口幸人弁護士は「記者排除は大問題だ。国家権力が、強制力を持って市民を排除する場から記者を排除して、報道させないのは、報道の自由の根幹部分の侵害だ。絶対に許してはいけない行為だ」とした。
　座り込みを排除した後、砂利を積んだ工事車両１０台が警察車両に守られながら、ゲート内へ入っていった。強く抗議する
　普久原均琉球新報編集局長の話　本紙記者は琉球新報の腕章を身に着け、住民の抗議行動を記録するための正当な取材をしていた。現場には県民に伝えるべきことがあった。警察の妨害によって、その手段が奪われたことは大問題だ。警察官が記者を強制的に排除し、行動を制限した行為は報道の自由を侵害するもので、強く抗議する。
機動隊の強制排除、根拠説明なし　羽交い締め、記者の抗議聞かず

琉球新報2016年8月21日 05:03 
　ヘリパッドの建設作業とこれに反対する市民らの取材をしていた本紙記者らは、座り込みの排除の現場にカメラのレンズを向けている際、機動隊員に両腕を抱えられて強制的に移動させられ、車両と隊員らで囲われた道路脇のスペースに閉じ込められ、この間も続いていた排除の現場を取材することはできなかった。
　午前１０時２５分、県道７０号の高江橋で機動隊による強制排除が始まった。開始直後、機動隊員の１人は本紙記者に「プレスの方ですよね」と確認すると、その場から動かすことはしなかったが、対応は隊員によって違った。
　市民が排除される様子を撮影していると、何の確認もないまま、後ろから羽交い締めにされた。２人の機動隊員に両腕をつかまれた記者は「やめてください」と声を出したが「移動してください」とさらに背中を押された。約４０メートルほど移動させられた際、近くにいた小口幸人弁護士が「新報の記者だぞ」と大きな声で指摘。このタイミングで機動隊員は記者を放した。
　同１０時４５分ごろ、記者が高江橋に戻り、写真を撮影していると、沖縄県警の腕章を付けた警察官が「危ないですよ」と言いながらカメラの前に立ち、両肩をぐっとつかんだ。本紙記者であることを告げると「はい、移動して」とだけ答えたが、そのまま別の機動隊員２人に両腕をつかまれ、さらに背中を１人に押される形で排除され、約４０メートル離れた場所で機動隊員の人垣の中に閉じ込められた。
　記者は琉球新報の所属であることを告げ、排除の根拠を聞いたが、隊員らは終始無言のまま。約１５分後に解放されるまで、橋上では排除が続いていたが、記者はその現場を見ることはできなかった。
産経新聞2016.8.22 01:30更新 
連合、参院選の総括文書で岡田克也代表の「民共」共闘路線に反対　共産党との共闘これ以上進めぬよう求める　
　民進党最大の支持母体である連合がまとめた７月の参院選に関する総括文書の原案が２１日、判明した。岡田克也代表らが進めた共産党との「民共」共闘路線に関し、全面的な連携や共闘に反対姿勢を示す。党代表選（９月１５日投開票）が実施されることも踏まえ、次期衆院選で民共連携が進まないよう強く牽制する。
　総括文書の原案では、野党４党が３２の改選１人区に擁立した野党統一候補が１１勝したことに関して「一定の成果・効果があった」として、岡田氏の努力に一定の配慮も示す。
　一方で、参院選での野党共闘が改選１人区にとどまったことを念頭に、「（共闘は）全面的に行ったわけではない」と指摘。今後の選挙でもあくまで部分的な連携にとどめるべきだとの考えを示し、共産党との共闘路線がこれ以上拡大しないよう求める。
　政権選択選挙となる次期衆院選については「政策の一致が必要」とし、政策合意のない共産党との連携、共闘は実施しないようクギを刺す。また、民進党候補が比例代表や改選複数区で思うように勝てていないことから、党勢回復が道半ばであることも強調し、代表選で選ばれる新代表に組織力の強化を促す考えだ。
　連合は共産党と歴史的に敵対関係にある。連合としては、総括文書で共産党との共闘路線に明確な反対姿勢を示すことによって、民進党代表選にも一石を投じる思惑がある。総括文書は２５日に開く中央執行委員会で決定する。
お維新、対案路線で違いアピール　23日に臨時党大会

共同通信2016/8/21 17:10

　おおさか維新の会が、秋の臨時国会に計100本の独自法案を提出するため準備を加速させている。対案路線を展開し、他の野党との違いをアピールするのが狙いだ。既にプロジェクトチームが法案の検討に入っており、23日の臨時党大会で一部を公表する構えだ。

　馬場伸幸幹事長は2日の記者会見で「議員立法100本提出を目標に進める」と強調した。プロジェクトチーム座長を務める浅田均政調会長の下、国会や統治機構の改革、経済政策など6分野の委員会を設置し、独自法案の策定を急ぐ。

　まずは政治資金の厳格運用など、おおさか維新が掲げる「身を切る改革」関連の法案から提出する方針だ。

岡田代表、TPPで対決姿勢　臨時国会見据え農家視察

共同通信2016/8/20 18:51
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北海道江別市の牧場を視察する民進党の岡田代表（左から2人目）＝20日　民進党の岡田克也代表は20日、北海道を視察し、秋の臨時国会で論戦の焦点となる環太平洋連携協定（TPP）を巡り酪農家やコメ農家と意見交換した。記者団の質問に「とても賛成できる代物ではない」と述べ、TPP承認案や関連法案を提出している安倍政権と対決する姿勢を強めた。

　岩見沢市のコメ農家は、TPPで輸入米が増えれば、米価が下落し稲作を続けられないと懸念を表明。江別市とニセコ町では、酪農家が「仕事を変えることはできない」などと先行き不安を訴えた。岡田氏は視察を受け、記者団に「農家の心配を国会の議論でぶつけていく」と強調した。

民進・枝野幹事長「ＴＰＰ批准急ぐべきでない」

読売新聞2016年08月21日 17時53分

　民進党の枝野幹事長は２０日、さいたま市で講演し、秋の臨時国会で焦点となる見通しの環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案について、「急いで批准をするべき状況ではまったくない」と述べ、拙速に審議すべきではないとの考えを示した。

　枝野氏は、米大統領選の民主、共和両党の候補者がＴＰＰ反対に言及していることに触れ、「米国が批准する可能性は相当低い。交渉し直すことは選択肢としてある」と語った。

　講演後には記者団に、「国会に報告すべき事項が報告されていない。ＴＰＰ交渉に当たった甘利明・前ＴＰＰ相が国会で説明できる状況になっている」と語り、政治活動を再開した甘利氏の説明を改めて要求した。

産経新聞2016.8.20 17:25更新 
民進・枝野幸男幹事長　ＴＰＰ批准「急ぐのは国内的なメンツ、日本だけ先行する意味ない」

民進党の枝野幹事長 
　民進党の枝野幸男幹事長は２０日、さいたま市内で行った講演で、９月の臨時国会で審議される環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）承認案に関し「急いで批准すべき状況では全くなくなっている」と述べ、１１月の米大統領選前の批准を目指す政府・与党を牽制（けんせい）した。
　枝野氏は、大統領選で民主、共和両党の候補がいずれもＴＰＰに反対しているとして「米国が批准する流れになる可能性は相当低い状況で、日本だけ先行する意味はない」と指摘した。
　その上で米国側に再交渉を切り出させ、日本に不利な内容の改善を要求することも選択肢の一つと主張。「ＴＰＰ推進だとしても、少なくともアメリカの状況を見極める。急いでやるのは国内的なメンツ以外の何物でもなく、全く合理性がない」と重ねて述べた。
　枝野氏は講演後、記者団に対して現状のままＴＰＰは容認できないとし、「ＴＰＰの交渉にあたってきた甘利明前経済再生担当相が国会で説明できる状況になっている。まずはそこからだ」と語り、国会で甘利氏に交渉経過の説明を求める考えを示した。
民進、元陸自２佐擁立へ　衆院青森３区 
日経新聞2016/8/20 18:42
　民進党青森県連は20日、次期衆院選青森３区に元陸上自衛隊２等陸佐の工藤武司氏（44）を擁立する方針を決めた。工藤氏は同県八戸市生まれ。民進党本部の公募に応じ、６月に退官した。
　八戸市で記者会見した工藤氏は「戦後、ほとんど自民党が政権を担い続けており、先進的な民主主義とは言えない。もう一つ政権を担える政党が必要だ」と民進党を選んだ理由を説明した。〔共同〕
自民党の総裁任期めぐり「３期９年」案 議論本格化へ
NHK8月20日 6時51分
安倍総理大臣の自民党総裁としての任期の延長をめぐり、党執行部からは安倍総理大臣に限らず、総裁の任期を「連続で２期６年まで」としている党則を改正して、「３期９年まで」とする案が出ていて、今後、党内の議論が本格化する見通しです。
自民党総裁の任期は党則で、「１期・３年、連続２期まで」と定められていて、平成２４年に再び総裁に選出され、現在２期目の安倍総理大臣は、再来年の平成３０年９月まで務めることができます。
これについて、自民党の二階幹事長は「安倍総理大臣は内政・外交ともに多くの実績を挙げている」として、安倍総理大臣の党総裁としての任期の延長を検討する協議機関を党内に設け、年内をメドに結論を得たい考えを示していますが、党内からは、これをけん制する意見や疑問を呈する声が出ています。
こうしたなか、党執行部からは「安倍総理大臣に限った総裁任期の延長ではなく、将来の自民党政権が長期に安定して政権を維持できるようルールを見直すという観点から議論すべきだ」として、党則を改正して、総裁の任期を「連続で３期９年まで」とする案が出ていて、今後、党内の議論が本格化する見通しです。
むのたけじさん死去＝１０１歳、ジャーナリスト


　従軍記者として戦争報道に関わった反省から、終戦の日に新聞社を退社し、反戦を訴え続けたジャーナリストむのたけじ（本名武野武治）さんが２１日午前０時２０分、老衰のためさいたま市の次男宅で死去した。１０１歳だった。秋田県出身。葬儀は密葬で行われる予定。
　１９３６年に東京外国語学校（現東京外語大）卒業後、報知新聞社を経て朝日新聞社に入社。戦時中は従軍記者として、中国やインドネシアの特派員を歴任したが、自分の記事に責任を感じて４５年８月１５日に退社した。
　４８年に秋田県横手市で週刊新聞「たいまつ」を創刊。７８年に７８０号で休刊してからは、反戦の立場から執筆や講演などの活動を続けた。著書に「日本で１００年、生きてきて」などがある。　（時事通信2016/08/21-14:04）
反戦訴え、むのたけじさんが死去　「たいまつ」発刊ジャーナリスト

共同通信2016/8/21 18:53
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死去したむのたけじさん　新聞記者として戦争取材に関わった反省から、故郷の秋田県で週刊新聞「たいまつ」を発刊しながら反戦を訴え続けたジャーナリストむのたけじ（本名武野武治）さんが21日午前0時20分、老衰のため、さいたま市内の自宅で死去した。101歳。秋田県出身。葬儀・告別式の日取りは未定。後日しのぶ会の開催を検討している。

　東京外語大卒。太平洋戦争中に朝日新聞記者として海外特派員を務めたが、敗戦と同時に退社。1948年、秋田県横手市で「たいまつ」を創刊し、反戦・平和や農村、教育問題などで評論活動に当たった。

落合恵子さんら「思い受け継ぐ」　むのたけじさん死去
朝日新聞デジタル2016年8月21日20時27分
　むのたけじさんと親交の深かった人たちは、突然の訃報（ふほう）に驚きつつ、遺志を継いでいく決意を新たにした。
　作家の落合恵子さん（７１）は主宰する子どもの本専門店「クレヨンハウス」でむのさんに何度か講演してもらった。講演に基づいて「人類の新しい夜明けを―原発と戦争、大人の責任から考える―」も刊行した。
　「反戦・反核・反差別について、力強く訴えてきた大きな存在。あの終戦から負った責任を果たすことをミッションとして、１００歳を超えてからも活動を続けてこられた」
　むのさんの「奇跡は望むものではない。ほしいと望むものを自分たちが自らつくるものだ。それを求めるなら、まずあきらめること自体をあきらめることだ」「どんな時でも希望は、絶望のど真ん中にある」という言葉が心に残っているという。「しっかりと受け継いでいきたい」
　今年の憲法記念日に、都内の集会のゲストスピーカーにむのさんを呼んだのは、ルポライターの鎌田慧さん（７８）だった。２００２年に出版した「反骨のジャーナリスト」（岩波新書）でむのさんを取り上げて以来、親交を続けてきた。
　集会で、車いす姿のむのさんは、マイクを握ると興奮し、右手をぐるぐる回し始めた。８０代のころから変わらない姿だ。「力を振り絞って話してくれた。平和への気迫が伝わってきた。最後までジャーナリストを貫いた人だった」と惜しんだ。
むのたけじさん死去　１０１歳のジャーナリスト
朝日新聞デジタル木瀬公二2016年8月21日07時38分

故郷の秋田県横手市で講演するむのたけじさん＝２０１５年１０月１３日、木瀬公二撮影


　「戦争絶滅」を訴え続けたジャーナリストむのたけじ（本名・武野武治）さんが２１日、老衰のため、さいたま市の次男宅で死去した。１０１歳だった。葬儀は近親者のみで行い、後日、「しのぶ会」を開く。
　朝日新聞記者時代に終戦を迎え、「負け戦を勝ち戦のように報じて国民を裏切ったけじめをつける」と終戦の日に退社した。ふるさとの秋田県に戻り、横手市で週刊新聞「たいまつ」を創刊。１９７８年に７８０号で休刊してからは、著作や講演活動を通じて平和への信念を貫き通した。
　１００歳になった昨年は戦後７０年で「歴史の引き継ぎのタイムリミット」といい、講演で各地を飛び回った。今年５月３日に東京都江東区の東京臨海広域防災公園で行われた「憲法集会」でのスピーチで「日本国憲法があったおかげで戦後７１年間、日本人は１人も戦死せず、相手も戦死させなかった」と語ったのが、公の場での最後の訴えとなった。
　２００２年に胃がんの手術をし、０６年に肺がんで放射線治療を受けたが、ほぼ完治。９０歳を過ぎても自転車に乗り、「８０歳より９０歳のほうがいい仕事ができるようになった」と話した。
　「戦争いらぬやれぬ世へ」（評論社）や「９９歳一日一言」（岩波新書）、「日本で１００年、生きてきて」（朝日新書）などを著し、「週刊金曜日」では故野坂昭如さんのあとのコラムを担当していた。（木瀬公二）
むのさん、反戦への思い貫く　憲法改正派にも耳傾ける
朝日新聞デジタル木瀬公二2016年8月21日17時16分
　むのたけじさんは、終戦の日の８月１５日を特別な日と考えていなかった。「何かの記念日を定めても社会は変わらない。３６５日の生活の中で考え続けないといけない」。その日行われる黙禱（もくとう）にも反対で、「黙っていても何も変わらない。声を張り上げよう」と訴えた。
　朝日新聞記者時代は中国やインドネシアなどに従軍。普通の人々が、相手を殺さないと殺される現場を取材し続けた。その戦争を「臣民」の名で「やらされた」人ばかりで、「やった」人がいないことが戦争責任をあいまいにし、今も近隣諸国と緊張関係が続く原因だと指摘した。
　終戦直前、３歳の長女が疫痢で死去。戦時下のため薬の入手が困難で、病状が悪化した日、出征する医師の壮行会で地域の医師全員が留守だったことなどが重なって助けられなかったことが、反戦活動を続ける原動力になった。

くつろいだ表情で質問に答えるむのたけじさん＝２０１５年３月２７日、さいたま市中央区、木瀬公二撮影
　徹底して憲法改正反対を訴える一方、「憲法を変えようとする人と、変えまいとする人がいるのが普通で、それが正常なんだ」とも言い、改正派の意見にも耳を傾けた。
　ジャーナリストであることの根底には、幼い頃に見た懸命に働いても貧しかった実家と、何もせずに豊かに暮らす旦那衆の姿があった。「不当に貧しい者がなぜ存在するのか。不当に富んでいる者がなぜ威張り続けるのか。これを変えない限り人間全体が大きく呼吸をすることは望めない」。常に弱者の立場に立った発言を続けた。（木瀬公二）
反戦訴え続け、むのたけじさんが死去…１０１歳

読売新聞2016年08月21日 19時44分

　戦争の根絶を訴え続けたジャーナリスト・むのたけじ（本名・武野武治）さんが２１日、老衰のため、さいたま市の次男宅で死去した。

　１０１歳だった。告別式は近親者のみで行い、後日、しのぶ会を開く予定。

　秋田県出身。東京外国語学校（現東京外語大）卒業後、報知新聞記者を経て朝日新聞社に入社。海外特派員として太平洋戦争などを取材したが、戦地で目にした事実を伝えることができなかった責任を取るとして、終戦の日に退社した。１９４８年から秋田県横手市で週刊新聞「たいまつ」を発行。７８年に７８０号で休刊した後も、執筆や講演などの言論活動を通して、反戦平和を訴え続けた。

　今年５月に肺炎と心不全を併発して入院後、さいたま市で療養していた。６月に横手市で予定されていた講演会には、ビデオメッセージを寄せていた。

訃報　むのたけじさん１０１歳＝反戦ジャーナリスト　
毎日新聞2016年8月21日　12時48分（最終更新　8月21日　21時26分）
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ジャーナリストのむのたけじさん＝さいたま市中央区で２０１４年７月２９日、梅村直承撮影
　元朝日新聞の従軍記者で戦後、郷里の秋田県で週刊新聞「たいまつ」を発刊し、反戦を訴え続けたジャーナリスト、むのたけじ（本名・武野武治）さんが２１日、老衰のため、さいたま市中央区の自宅で亡くなった。１０１歳。葬儀は近親者で営む。後日、しのぶ会の開催が検討されている。 
　秋田県旧六郷町（現美郷町）出身。朝日新聞記者だった戦時中、東南アジアの従軍特派員を務め、１９４５年の終戦時に「戦争に加担した新聞社の責任は免れない」として退社。４８年に郷里に近い横手市で「たいまつ」を創刊し、反戦・平和やジャーナリズムについて積極的に発言した。７８年に休刊後も講演や執筆活動を続け、今年５月の憲法記念日の護憲集会には車いすで登壇。「戦争は始めたら止めようがない。とことん頑張りぬこう」と最後まで訴えた。【池田一生】 
１０１歳、反骨のジャーナリスト　むのたけじさん死去

東京新聞2016年8月22日 朝刊

	 今年５月３日の憲法記念日、東京都江東区で開かれた集会での演説が、公の場での最後の姿となったむのたけじさん
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　アジア・太平洋戦争で大本営発表をそのまま報道した責任に向き合って敗戦を機に朝日新聞社を辞め、戦後は反戦平和を訴え続けた反骨のジャーナリストむのたけじ（本名武野武治）さんが二十一日午前零時二十分、老衰のため死去した。百一歳。秋田県出身。葬儀・告別式は近親者のみで営む予定。しのぶ会の開催が検討されている。

　一九三六年に東京外国語学校（現・東京外大）卒業後、報知新聞、朝日新聞の社会部記者として活躍。四二年にインドネシア上陸作戦に従軍。終戦日の四五年八月十五日に退社した。

　四八年二月、故郷でタブロイド判二ページの週刊新聞「たいまつ」を創刊。同紙は米国占領下の検閲に屈せず、教育や農業問題を中心に社会の矛盾を掘り下げた。七八年一月の七百八十号で休刊した。

　近年は安全保障関連法や特定秘密保護法の廃止を訴えていた。

◆戦時報道省み 反戦平和訴え

　反戦平和を願うジャーナリストはどんな時も渾身（こんしん）の力を込めて語り続けた。「今が人生のてっぺん」。戦後還暦を迎えた二〇〇五年、社会部の企画取材のために秋田県横手市のご自宅を訪ねた時、むのさんは九十歳を超えて講演に執筆に多忙だった。

　米国が始めたイラク戦争に日本が自衛隊を派遣し、改憲の動きも活発になっていた。一九四五年の敗戦の日、「戦争の本当の姿を伝えられなかった新聞人としての戦争責任を取る」と、朝日新聞を退社したむのさんは「再び戦争に向かおうとしている」ことに黙っていられなかったのだ。

　むのさんを戦争体験の語り手として二〇〇六年夏、企画の一環としての対談が実現した。お相手はむのさんには孫世代に当たる、作家雨宮処凛（かりん）さん。昼食を挟んで六時間以上語りあった。むのさんは人々が惰性に流されて体制に従い、戦争に巻き込まれていった怖さを語った。

　「戦争を始めたのは陸軍でも、それを止められなかった、許した国民にも責任はある」と。社会の公器である新聞は統制対象になり自由な言論が許されなくなっていくが、「統制よりも怖いのは自主規制。家族や周りが怖い」と強調した。

　「風化していく戦争体験をどうしたら受け継げるのか」という問いには「戦争は経験したから分かるというものではない。戦争が重大な問題だと思ったら、若い人は自分で勉強してほしい」と励ました。

　一九四八年に郷里で「たいまつ」を創刊。一度は捨てたペンを再び握らせた原動力は、その前年の連合国軍総司令部（ＧＨＱ）が出した２・１ゼネスト中止命令への怒りだ。「民主主義を掲げた米国の占領政策はうそ」と、創刊号に書き付けたのは中国の作家魯迅の言葉。「沈黙よ！　沈黙よ！　沈黙の中に爆発しなければ、沈黙の中に滅亡するだけである」。憲法の精神が崩されようとしている今、死ぬまで敬愛する文学者の言葉を叫んでいたのではないか。

　「どんな悪い平和でもいい戦争に勝る。平和は意識的な戦いの中でしかつかめない」と説いたむのさん。原点は、戦争中に三歳のまな娘を病気で亡くした経験にある。二度と子どもが犠牲になる世の中にしない。一人一人が変われば大きな力になる。

　数々の名文句を残したむのさんが語った言葉がある。平和を願うなら、そのための記事を毎日書き続けることで、願いは「主義（イズム）」となり、「ジャーナル（日記）」は「ジャーナリズムになる」。書き続けなくてはならない。私たちはむのさんの思いを受け継ぐ。　（編集委員・佐藤直子）

◆「憲法９条こそが人類に希望をもたらす」

＜むのたけじさん最後の演説要旨＞

　むのたけじさんは今年五月三日、東京臨海広域防災公園（東京都江東区）で開かれた憲法集会に参加し、車いすに乗って拳を振り上げながら憲法九条の大切さを訴えた。これが公の場での最後の姿となった。当日の演説要旨は以下の通り。

　私はジャーナリストとして、戦争を国内でも海外でも経験した。相手を殺さなければ、こちらが死んでしまう。本能に導かれるように道徳観が崩れる。だから戦争があると、女性に乱暴したり物を盗んだり、証拠を消すために火を付けたりする。これが戦場で戦う兵士の姿だ。こういう戦争によって社会の正義が実現できるか。人間の幸福は実現できるか。戦争は決して許されない。それを私たち古い世代は許してしまった。新聞の仕事に携わって真実を国民に伝えて、道を正すべき人間が何百人いても何もできなかった。戦争を始めてしまったら止めようがない。

　ぶざまな戦争をやって残ったのが憲法九条。九条こそが人類に希望をもたらすと受け止めた。そして七十年間、国民の誰も戦死させず、他国民の誰も戦死させなかった。これが古い世代にできた精いっぱいのことだ。道は間違っていない。

　国連に加盟しているどこの国の憲法にも憲法九条と同じ条文はない。日本だけが故事のようにあの文章を掲げている。必ず実現する。この会場の光景をご覧なさい。若いエネルギーが燃え上がっている。至る所に女性たちが立ち上がっている。新しい歴史が大地から動き始めた。戦争を殺さなければ、現代の人類は死ぬ資格がない。この覚悟を持ってとことん頑張りましょう。
「脱原発テント」を強制撤去＝未明に着手、経産省敷地内－東京地裁


警備員が配置される中、経済産業省の敷地内に設置されていた「脱原発」を訴える市民グループのテントを強制撤去する東京地裁の執行官ら＝２１日未明、東京・霞が関
　脱原発を訴える市民グループが東京・霞が関の経済産業省の敷地内に設置していたテントについて、東京地裁は２１日、テントを撤去する強制執行を行った。
　地裁の執行官らは、２１日午前３時半すぎテントに到着。バリケードで付近の歩道を封鎖し、５０人以上の警備員が人垣をつくった。グループ側が抵抗しなかったことから大きな混乱はなく、撤去作業は約２時間で終了した。
　グループは２０１１年９～１０月、テント３張りを設置。メンバーが寝泊まりしながら活動に使い続けたため、国は１３年に立ち退きを求めて提訴した。（時事通信2016/08/21-10:20）
脱原発テントを強制撤去　経産省前、1800日超

共同通信2016/8/21 08:31

脱原発を訴える市民が国への抗議の拠点として経産省敷地内に設置していたテントの強制撤去＝21日午前3時59分、東京・霞が関　東京地裁は21日未明、脱原発を訴える市民が国への抗議の拠点として東京・霞が関の経済産業省敷地内に設置していたテントを強制撤去した。立ち退きを命じた昨年10月の東京高裁判決が、今年7月に最高裁が市民側の上告を退けて確定したことを受け、国が強制執行を申し立てていた。

　午前3時半すぎ、暗闇の中で東京地裁の執行官が強制執行に着手してテントを次々と解体し、トラックに積み込んでいった。

　テントは東京電力福島第1原発事故をきっかけに、2011年9月以降、50平方メートル分の敷地に計3張りが設置されていた。1張り目の設置から、1800日超が経過していた。

東京地裁 　「脱原発テント」を経産省敷地から強制撤去
毎日新聞2016年8月21日　06時03分（最終更新　8月21日　08時04分）
　東京・霞が関の経済産業省の敷地内にテントを設置して脱原発を訴えている市民団体のメンバーに対し、東京地裁は２１日未明、テントを撤去して敷地から退去させる強制執行に着手した。市民団体側は大きな抵抗は見せず、約１時間半でテントは撤去された。 
　東京地裁の執行官と経産省の警備員ら１００人以上が午前３時半過ぎ、テント周辺に集まり、人垣を作るなどして周囲を立ち入り禁止とした。テント内には市民団体の男性５人がいたが、執行官らに促されて退去した。午前５時過ぎにテントや脱原発を訴える看板などが全て撤去された。 
　市民団体は２０１１年９月からテントを設置して国の原発政策に抗議しており、国が１３年３月、立ち退きを求めて東京地裁に提訴した。１、２審判決はテントの撤去と土地の明け渡し、土地の使用料の支払いを命じ、７月に最高裁で確定した。経産省によると、土地の使用料は一部を回収したが、未回収の金額は今月１日現在で約３８００万円に上る。【島田信幸、堀智行】 
産経新聞2016.8.21 08:27更新 
脱原発テント、ようやく撤去　違法設置１８００日余…確定判決後も市民団体側が立ち退き応じず
　東京・霞が関の経済産業省敷地内に脱原発を訴えている市民団体が違法にテントを設置してきた問題で、国が確定判決に基づく強制執行を申し立て、２１日に東京地裁の執行官がテントを撤去した。国が立ち退きを求めた訴訟で市民団体側の敗訴が今年７月に確定して以降も、自主的に撤去しなかったための措置。テント設置から１８００日余りを経て、国有地が正常な状態に戻る。
　強制執行は２１日午前３時半過ぎから始まり、東京地裁の執行官が「これから執行します。私物を持って出てください」と呼びかけた。テント内の市民団体関係者を外に出し、複数のテントを次々解体。また、混乱を避けるため、周辺には民間警備会社の警備員が配置された。開始から約１時間半で強制執行に基づく撤去は完了。その後は経産省側が敷地の境界にフェンスを設置した。
　一方、テントで過ごしていた数人と市民団体関係者とみられる人物が合流。周辺で作業を見ながら、拡声器を使って反原発を訴えたり、警備員や警察官に罵声を浴びせたりする場面もみられた。
　市民団体は東日本大震災発生から半年たった平成２３年９月１１日から、「反原発運動のため」などと称して、経産省敷地内に無許可でテントを設置。国が立ち退きなどを求め提訴し、１審東京地裁は設置の違法性を認めて「意見表明の手段はほかにもある」として、市民団体側に立ち退きと過去の土地使用料約１１００万円の支払いに加え、実際に立ち退くまで１日当たり約２万１千円の制裁金支払い（間接強制）も命じた。
　２審東京高裁も１審を支持し、最高裁で今年７月、市民団体側の敗訴が確定。制裁金を含めた市民団体側の支払額の合計はこれまで約３８００万円に上る。
脱原発主張の団体設置のテント 強制執行で撤去
NHK8月21日 7時23分
脱原発を主張する市民団体が経済産業省の敷地に設置したテントをめぐる裁判で撤去を命じる判決が確定したことから、東京地方裁判所は２１日朝、テントを撤去する強制執行を行いました。
強制執行が行われたのは、東京・霞が関の経済産業省の敷地の一角に市民団体が設置したテントです。
このテントは東京電力、福島第一原発の事故の半年後に市民団体が脱原発を訴えるための拠点として設置したもので、国は「不法占拠だ」として団体のメンバーに対して裁判を起こし、今月、テントの撤去や敷地の使用料の支払いを命じる判決が確定しました。
テントは、その後も撤去されなかったため、国の申し立てを受けて東京地方裁判所は２１日午前３時半すぎから強制執行を始めました。テントの周辺は立ち入りが規制されて市民団体のメンバーも退去を求められ、警察官などが警備する中、１時間半ほどで撤去作業が終わりました。
その後、市民団体のメンバー３０人余りが経済産業省の前で抗議活動を行い、脱原発の取り組みを進めるべきだと訴えました。
市民団体の代表の淵上太郎さんは「テントの撤去はしかたがないと思っているが、脱原発の活動は続けなければならないので、経済産業省の前で座り込みの抗議を続けていきたい」と話していました。
脱原発テント、未明の撤去　経産省の敷地内に５年

東京新聞2016年8月22日 朝刊

 　東京・霞が関の経済産業省の敷地内に市民団体が脱原発を訴えて設置したテントの立ち退きを命じる判決が最高裁で確定したことを受け、東京地裁は二十一日未明、国の申し立てに基づき、テントの撤去を強制執行した。

　午前三時四十分ごろ、地裁の執行官らが、テント内にいた団体メンバーらを退去させ、周囲をバリケードで囲み、解体を開始。大きな混乱はなく、同九時までに撤去作業を終えた。

　テントは二〇一一年九～十月、市民団体が経産省北側の歩道に面した敷地に三張り設置。メンバーらが常駐して国の原発政策を批判する看板を掲げ、約五年間、脱原発運動の象徴的な場所として知られた。

　国は一三年、テントの撤去と土地の使用料の支払いを求めて提訴。一審東京地裁は、国有財産の適正管理を目的とした提訴は不当でなく、他の手段での意見表明は妨げていないとして国の訴えを認め、二審東京高裁も支持。最高裁が七月二十八日付で、団体側の上告を退ける決定をした。経産省によると、土地の使用料は一部を回収したが、二十一日時点で約三千八百万円が未回収となっている。

脱原発テントは消えても　避難者を優しく支えた場「またみんな集まってくる」

東京新聞2016年8月22日 朝刊

　日曜未明の強制執行だった。東日本大震災後から約五年、脱原発運動の象徴的な場所として知られていた東京・霞が関の経済産業省敷地内のテントが東京地裁によって撤去された。東京電力福島第一原発事故で避難生活をしている人や、福島で畜産業を続ける人からは「第二の古里を返して」「国への抗議のやり方は別にある」という声が上がった。　（萩原誠、神野光伸）

　「何も持たずに逃げてきた。こんな私をテント村の人たちは優しく支えてくれた。その第二の古里を返して」

　原発事故直後、福島県双葉町から避難し、東京都港区で暮らす主婦亀屋幸子さん（７２）は、テントのなくなった経産省前で涙ながらに語った。毎週金曜の集会に通い続けた。市民団体のメンバーからの電話で未明に駆け付けたが、テントの撤去作業を見守るしかできなかった。

　テントを設置した市民団体代表の淵上太郎さん（７４）は「今ここにテントはないが、脱原発の行動をやめるということはあり得ない」と話した。

　強制撤去が始まったのは午前三時四十分。静まり返った暗がりの官庁街に、東京地裁の執行官らが現れた。市民団体のメンバーによると、テントの中には五人の男性が寝泊まりしていた。ガタガタという音が聞こえて目が覚めたという国立市の男性会社員（５３）によると、「強制撤去を執行します。十分以内に私物を持って出てください」と通告された。

　寝泊まりしていた男性らが執行官に囲まれるようにテントから出てきた。ほとんどの人が抵抗することなく皆自分たちの荷物を持ち、テントひろば向かいの歩道まで追い出された。

　テントの中にいた北区の無職の男性（６３）は「寝ている時に来るなんて、汚いやり方。悔しい」と嘆き、もう一人の北区の男性（６４）は「テントは霞が関のオアシスのようだった」と語った。

　午後一時から、テントの跡地で開かれた抗議集会には約百人が集まった。たまたまこの日、テントを訪れる予定で上京した福島県浪江町の畜産農家吉沢正巳さん（６２）も参加。吉沢さんは福島第一原発事故で被ばくした牛を飼育しており、「福島の原発事故の反省もないまま国は原発を動かしていく。私たちの街は原発事故でチェルノブイリの状態になり、多くの人や家畜が亡くなった」と訴えた。

　さらに「テントは脱原発の象徴だったが、抗議のやり方は別にある。テントがあった場所にまた皆集まってくるはず。命そのものがどう扱われてきたか訴えることは変わらない」と強調した。

　捜査関係者によると、抗議集会では、吉沢さんが持ち込んだ牛のオブジェをどけようとした男性警察官にぶつかって抗議したとして、丸の内署が公務執行妨害の疑いで、六十代の男性参加者を現行犯逮捕した。男性は黙秘しているという。

◆有無言わさぬ国の意思

　武蔵大・永田浩三教授（メディア社会学）の話　テントは再稼働反対や脱原発を多面的に考える拠点になっていた。原発の再稼働を目指す現在の政権下では、そういう日が来るだろうと予想された。不法占拠と言われれば、そうではないとは言いにくいが、判決では表現の場として一定の評価をしていた。国が強制執行を申し立てたのは、参議院選挙での勝利で政権として信任され、有無を言わさないという意思表示だ。

◆都合の悪い主張の排除

　高千穂大・五野井郁夫教授（政治学）の話　省庁の敷地内で５年近く活動を続けたのは前例がない。賛否両論はあるが、党派を超えた人々が集まり、権力に対して議論をする場となっていた。今回の強制執行は、政治に対して声を上げることへの不寛容さの表れだ。テントの撤去は不法占拠という理由だが、政府にとって都合の悪い主張の排除と受け取られてもしかたがない。

しんぶん赤旗2016年8月21日(日)

報道　質量ともに後退　放送を語る会　参院選テレビ検証

　放送関係者や市民でつくる「放送を語る会」は１９日、７月１０日投票の参院選でのテレビ報道のモニター調査結果を、「憂うべき選挙報道の現状」とのタイトルで発表しました。同会は、ＮＨＫと民放４局の計６報道番組をモニター。「報道は質量ともに後退」「与党の改憲志向の具体的内容が追及されなかった」などと提示しています。

　モニターした番組はＮＨＫの「ニュース７｣｢ニュースウオッチ9｣と､日本テレビ「ＮＥＷＳ　ＺＥＲＯ」、テレビ朝日「報道ステーション」、ＴＢＳ「ＮＥＷＳ２３」、フジテレビ「みんなのニュース」。期間は投票日までの約１カ月（６月１３日～７月１０日）です。

　全体については「選挙期間中に、番組によっては選挙関連番組がない放送日がかなりあった｣と指摘｡特に｢ニュース7｣は選挙期間中１８日のうち、９日間は選挙報道がなかったと提示｡一方｢報道ステーション」では、選挙関連報道なしは１日だけでした。

　「争点の伝え方」についてはとくに「改憲問題」に注目しています。個々には憲法・改憲志向をとりあげた番組はあったが、全体としては「憲法改正」という用語でとらえられ、自民党の改憲案については「中身に切りこんでいなかった」と批判しています。

　「アベノミクス」では、「道半ば」と位置づけていたＮＨＫについて「政権の主張そのまま」と指摘。一方「ＮＥＷＳ２３」については働き方の問題を取り上げたことを評価するとともに、「現状報告にとどまっているのは惜しまれる」と注文をつけています。

　報告は「選挙報道の量と質は圧倒的に不足していた」と指摘し、「根本的なあり方を検討すべきだ」と提言しています。

　同会はこのモニター調査を、ＮＨＫと在京民放各局の報道局長、ニュース番組担当者に、今後の番組政策に役立ててほしいとの要望とともに送付しました。

釈放の袴田さん「体調は改善」　支援者集会で姉が近況報告

共同通信2016/8/21 18:24

　静岡地裁の再審開始決定で釈放された袴田巌さん（80）の支援者集会が21日、静岡市で開かれ、姉秀子さん（83）が集まった約70人を前に「毎日散歩している。2年半前の釈放時に比べて、体調は良くなっている」と巌さんの近況を報告した。

　秀子さんと支援者によると、巌さんは散歩の途中で好物のみたらし団子を買って食べるなど元気に過ごしており、支援者と趣味の将棋を指すこともあるという。一方で、秀子さんは「まだ再審開始されていない。引き続き支援をお願いします」と呼び掛けた。

　集会では、釈放当時を振り返ったドキュメンタリー映像も上映された。
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小川秀世弁護士（右）と将棋を指す袴田巌さん＝20日、浜松市（支援者提供）
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